
第９回 神戸市経理適正化推進本部会議 資料２ 

 

 

 

 

 

神戸市経理適正化外部検証委員会報告書における提言の平成 24 年度末 

進捗状況及び神戸市経理適正化外部評価専門委員による評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

神戸市経理適正化推進本部事務局 

 



目  次 

 

は じ め に 

１ 経理適正化の取組に関するこれまでの経緯について········································ 1 

２ 神戸市経理適正化外部評価専門委員について·············································· 1 

３ 提言の進捗状況及び専門委員による評価・意見等の公表について ···························· 1 

４ 平成24年度末時点の取組に対する専門委員による評価等について ··························· 2 

 

Ⅰ．平成24年度末進捗状況及び専門委員による評価結果 

（１）組織としての推進に係る提案 

１．市長をトップとした全庁をあげた再発防止策の推進 ······································ 3 

２．監査、監察機能を有する機関等の連携強化·············································· 4 

○提案内容の実行に対する評価·························································· 4 

○取組の効果に対する評価、意見・提言等················································ 4 

 

（２）職員の意識改革に係る提案 

１．研修の継続的な実施·································································· 7 

２．職員の賠償責任の明確化と懲戒処分の厳格化及びその周知啓発 ···························· 8 

○提案内容の実行に対する評価·························································· 8 

○取組の効果に対する評価、意見・提言等················································ 8 

 

（３）効果的な再発防止策の策定～新たな事務処理を支える仕組みづくり～に係る提案 

《ⅰ．事務処理の理解に係る提案》 

１．新たな事務処理に伴うマニュアル等の改定と周知啓発 ································· 10 

 

《ⅱ．具体的な事務処理に係る提案》 

１．新たな専決調達事務処理に係る基準・ルールの明確化 ································· 10 

２．備品台帳等の記載内容や備品以外の物品に関する管理ルールの明確化 ··················· 11 

 

《ⅲ．予算執行に係る提案》 

１．予算の適正執行を反映した予算編成システムの構築 ··································· 11 

 

《ⅳ．モニタリングに係る提案》 

１．モニタリング可能な帳票類への改善················································· 12 

２．所管課による専決調達に対する牽制機能の強化 ······································· 12 

３．抽出調査の実施と結果の公表及び事業者への協力要請 ································· 12 

 

 



《ⅴ．組織に係る提案》 

１．一括調達システムの導入··························································· 13 

２．契約総括部署の設置と相談体制の確立··············································· 13 

○提案内容の実行に対する評価······················································· 13 

○取組の効果に対する評価、意見・提言等············································· 13 

 

（４）市民への説明責任に係る提案 

１．再発防止策の実施状況等の公表····················································· 16 

２．第三者によるモニタリングの実施··················································· 16 

○提案内容の実行に対する評価······················································· 16 

○取組の効果に対する評価、意見・提言等············································· 17 

 

◎ 総合的な意見、提案、特記事項····················································· 18 

 

 

Ⅱ．資 料 編 

① 平成23年度末評価・平成24年度中間評価 結果一覧表（個別提言項目別） ··············· 21 

② 平成24年度の取組方針に基づく取組・進捗状況（個別提言項目別） 

(1) 組織としての推進に係る提案··················································· 22 

(2) 職員の意識改革に係る提案····················································· 24 

(3) 効果的な再発防止策の策定に係る提案 

ⅰ 事務処理の理解に係る提案···················································· 26 

ⅱ 具体的な事務処理に係る提案·················································· 26 

ⅲ 予算執行に係る提案·························································· 28 

ⅳ モニタリングに係る提案······················································ 29 

ⅴ 組織に係る提案······························································ 31 

(4) 市民への説明責任に係る提案··················································· 32 

③ 平成24年度経理適正化推進本部会議等の開催状況······································ 33 

④ 全職員向け市長メッセージ（H24.6.4） ················································ 34 

⑤ 平成24年度 「コンプライアンスシート」の発行状況 ·································· 35 

⑥ 調達事務のコンプライアンスに関する手引き··········································· 36 

⑦ 経理事務のコンプライアンス等に係る職員意識調査 ····································· 37 

⑧ 監査、監察業務等に係る情報連絡会 開催状況········································· 38 

⑨ 内部統制の状況に関する監査························································· 38 

⑩ 職員の賠償責任に関する規定························································· 39 

⑪ 物品等の新たな専決調達事務処理に関するマニュアル ··································· 40 

⑫ 見積書徴取の基準、請書提出の基準··················································· 40 

⑬ 物品管理基準の見直し······························································· 41 

⑭ 財務会計システムを活用した備品管理················································· 41 

⑮ 平成24年度 契約に係る事務調査···················································· 42 

⑯ 調達事務の留意事項に関する通知····················································· 43 

⑰ 事業者への協力要請································································· 44 

⑱ 経理適正化推進本部会議等の公表····················································· 45 

 



はは  じじ  めめ  にに  

  

１ 経理適正化の取組に関するこれまでの経緯について 

本市では、平成 22 年に判明した不適正な経理処理を受け策定した再発防止策に関して、専門的かつ

公正な視点からその実施状況の確認や効果について検証いただくため、外部の有識者５名からなる神戸

市経理適正化外部検証委員会を設置し、平成 23 年５月に、実効性の高い再発防止と更なる経理適正化

に向けた具体的な提言を含む神戸市経理適正化外部検証委員会報告書（以下「報告書」）を提出いただ

いた。 

この提言を受け、平成23年５月に市長を本部長とする神戸市経理適正化推進本部（以下「推進本部」）

を設置し、以降現在にいたるまで、全市をあげて不適正な経理処理の再発防止を徹底し、提言を踏まえ

た経理適正化に関する取組を総合的に推進している。 

２ 神戸市経理適正化外部評価専門委員について 

報告書では、市民への説明責任に係る提案として、「再発防止策の実施等に透明性を持たせ、市民か

らの監視という機能をさらに有効なものとするため、再発防止策の実施状況ならびに検証委員会の報告

に対する市の取組の進捗状況について第三者によるモニタリング体制を確立することが望ましい。」（報

告書38頁）との提言も受けている。 

これらの提言を踏まえ、市民への説明責任を徹底するため、報告書の提言を含む経理適正化に向けた

様々な取組の実施状況に関する第三者によるモニタリング体制として、平成24年２月に経理適正化外

部評価専門委員（以下「専門委員」）を設置し、以下の３名の委員に委嘱している。 

 

名 前 備  考 

上谷
うえたに

 佳
よし

宏
ひろ

 

弁護士（弁護士法人東町法律事務所代表社員） 

○神戸市経理適正化外部検証委員会委員 

奥谷
おくたに

 恭子
きょうこ

 

公認会計士 有限責任監査法人トーマツシニアマネジャー 

○神戸市経理適正化外部検証委員会委員 

近谷
こんたに

 衛一
えいいち

 元神戸市代表監査委員 

 

３ 提言の進捗状況及び専門委員による評価・意見等の公表について 

報告書の「市民への説明責任に係る提案」を踏まえ、提言の進捗状況及び専門委員による評価結果に

ついては、半年程度を目処に定期的に公表することとしている。 

これまで、平成23年度末時点の進捗状況及び専門委員による評価・意見（以下「23年度末評価」）に

ついては、平成 24 年６月４日の第３回推進本部会議で、また、平成 24 年度の取組方針に基づく平成

24 年４月から 11 月末までの中間進捗状況及び専門委員による評価・意見（以下「24 年度中間評価」）

については、平成25年２月18日の第７回推進本部会議で報告するとともに、それぞれ公表した。 

今回、平成 24 年度末時点での提言の進捗状況及びそれに対する専門委員による評価・意見等につい

て、ここにとりまとめるとともに公表する。 
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４ 平成 24年度末時点の取組に対する専門委員による評価等について 

(1) 評価の考え方 

平成 23 年５月に報告書が提出され、経理適正化に向けての提言を受けて以来、神戸市では、提言

内容を実行する取組を進めてきた。 

提言以来、約２年が経過する平成 24 年度末時点において、提言内容が実行されているかどうかを

評価いただくとともに、取組の効果に対する評価及び今後の取組に向けての意見・提言をいただくこ

とになった。 

評価にあたっては、27の個別提言項目を包含した大項目をなしている４つの柱ごとに行い、最後に

総合的な意見・提案や特記事項を述べていただくことになった。 

 

(2) 評価の時点 

平成 24年度末（平成25年３月31日） 

 

(3) 評価の仕方 

関係課に対する専門委員によるヒアリング、取組状況に関する様々な資料の閲覧をもとに、専門委

員相互の議論も踏まえ、それぞれの専門委員が個別に評価した。 

 

○専門委員によるヒアリング、意見交換等の実施状況（計11回） 

評価対象 開催日 

24年度中間進捗状況 

平成24年６月７日（木） 

７月９日（月） 

10月11日（木） 

11月30日（金） 

12月11日（火） 

12月17日（月） 

24年度末進捗状況 

平成25年３月12日（火） 

４月８日（月） 

４月16日（火） 

４月25日（木） 

５月17日（金） 

 

 

 

- 2 - 



- 3 - 

ⅠⅠ．．平平成成 2244 年年度度末末進進捗捗状状況況及及びび専専門門委委員員にによよるる評評価価結結果果  
 

 

  

  

〔〔報報告告書書のの再再発発防防止止にに向向けけたた提提言言〕〕  

不不適適正正なな経経理理処処理理をを根根絶絶すするるたためめににままずず重重要要ななここととはは、、再再発発防防止止策策をを組組織織ととししてて推推進進ししてていいくくここととででああ

るる。。  

ままたた、、推推進進ににああたたっってて組組織織ののトトッッププででああるる市市長長のの姿姿勢勢はは、、組組織織風風土土やや組組織織内内ののリリススクク感感覚覚、、ココンンププラライイアア

ンンスス意意識識、、内内部部統統制制のの仕仕組組みみななどど再再発発防防止止ののほほぼぼ全全ててのの面面にに影影響響をを及及ぼぼすす最最もも重重要要なな要要素素ででああるる。。  

ししたたががっってて、、市市長長のの強強いいリリーーダダーーシシッッププののももととでで、、市市のの全全組組織織、、全全職職員員がが一一丸丸ととななっってて、、再再発発防防止止策策のの推推

進進体体制制をを構構築築すするるととととももにに、、会会計計事事務務検検査査やや支支出出命命令令のの審審査査をを担担当当すするる会会計計室室、、内内部部監監察察をを担担当当すするる行行財財政政

局局監監察察室室、、そそのの他他のの監監査査、、監監察察機機能能をを有有すするる機機関関がが連連携携しし、、相相互互のの密密接接なな情情報報共共有有ののももととにに再再発発防防止止策策をを強強

力力にに実実行行ししてていいくくととととももにに、、財財務務にに関関すするる監監査査等等をを実実施施すするる監監査査委委員員にによよるる重重層層的的ななチチェェッックク機機能能をを有有効効にに

活活用用すすべべききででああるる。。  

  

１１．．市市長長ををトトッッププととししたた全全庁庁ををああげげたた再再発発防防止止策策のの推推進進（（☞☞PP3333～～3377 資資料料③③～～⑦⑦））  

(1)-① 新たな事務処理を確実に遵守することを最優先とする組織方針の明確化 
個別提言項目 

(1)-② コンプライアンスの中核理念化 

平成23年度に立ち上げた推進本部会議及び経理適正化委員会（以下「適正化委員会」）を引き続き定期的

に開催し、経理適正化に向けた様々な取組を、推進本部のメンバーである局室区長を通じて全庁に対して周

知徹底した。 

また、「経理適正化に向けて」と題した市長のメッセージを全職員に向け発信するとともに、全課長級職

員の研修で市長自ら講話を行うなど、市政のトップである市長が先頭に立ち、再発防止と市民からの信頼回

復に向けて取り組んでいる。 

さらに、平成23年５月に策定した「神戸市職員コンプライアンス共有理念」の周知、浸透を図るため、「調

達事務のコンプライアンスに関する手引き」を発行するとともに、回覧式のコンプライアンスシートの発行

を開始した。 

これらにより、経理適正化の組織的推進体制及びコンプライアンス理念の共有化の両面において提言の具

体化を図ってきた。 

平成25年２月に「経理事務のコンプライアンス等に係る職員意識調査」を実施したところ、コンプライア

ンスに関する情報は職員間でよく共有されており、新たな事務手続についても８割が必要だと認識している

との結果がでた。しかしながら、同調査でも、約２割の職員はコンプライアンス共有理念の認識がうすく、

同じく約２割の職員は新たな手続きの必要性に対する理解が低い現状にあり、なお一層の取組を行っていく。 

（平成24年度の主な取組）   部は平成24年度新規 

・推進本部会議（６回開催） 

・適正化委員会の開催（８回開催） 

・市長メッセージ「経理適正化に向けて」の全職員への発信（24年６月） 

・職員向け啓発資料「コンプライアンスシート」の発行（24年８月～、９部発行） 

・「調達事務のコンプライアンスに関する手引き」の策定（24年 11月） 

・「経理事務のコンプライアンス等に係る職員意識調査」の実施（25年２月） 

  

（１）組 織 と し て の 推 進 に 係 る 提 案  



２２．．監監査査、、監監察察機機能能をを有有すするる機機関関等等のの連連携携強強化化（（☞☞PP3388 資資料料⑧⑧、、⑨⑨））  

個別提言項目 (1)-③ 監査、監察機能を有する機関等の連携強化 

財務に関する監査等を実施する監査委員、内部監察を実施する行財政局監察室、会計事務検査を実施する

会計室の三者が相互に情報共有を行うための場として、引き続き「監査・監察業務等に係る情報連絡会」を

定期的に開催し、各機関の監査、監察、検査の対象やスケジュールの調整を行うとともに、それぞれの機関

が監査や監察、検査業務を行う過程で把握した経理処理の問題点や効果的な実施方法等についての意見交

換・情報共有を行った。 

また、平成24年度より、監査委員が財務定期監査の一環として、執行機関の内部統制の実施状況を対象と

する監査を実施することとし、重層的な監査・監察体制が構築された。 

（平成24年度の主な取組）   部は平成24年度新規 

・監査、監察業務等に係る情報連絡会（６回開催） 

・内部統制の実施状況に関する監査の実施 

 

提言内容の実行に対する評価 

上谷委員 

奥谷委員 

近谷委員 

提言内容が概ね実行されている。 

取組の効果に対する評価、意見・提言等 

上谷委員 

１ 市の取組の再発防止効果に対する評価 

全体としては、再発防止の効果が認められるものと評価する。ただし、下記の２の⑵の問題点

がある。 

２ 評価の理由 

(1) 「１．市長をトップとした全庁をあげた再発防止策の推進」に係る取組について 

上記各取組は、報告書の「第５ 再発防止策に向けた提言」の「１ 基本的な考え方」の「(1) 

組織としての推進」に記載された「市長の強いリーダーシップのもとで、市の全組織、全職員

が一丸となって、再発防止策の推進体制を構築する」ことの重要性を認識したうえで、「２ 再

発防止に向けて速やかに対処すべき改善策についての提案」(以下「委員会提案」という。)

の「(1) 組織としての推進に係る提案」の「① 新たな事務処理を確実に遵守することを最優

先とする組織方針の明確化」及び「② コンプライアンスの中核理念化」に記載された事項を

具現化したものといえ、不適正経理の再発防止の効果は十分に認められるものと考える。 

特に、市長ほか市幹部をメンバーとする推進本部会議を６回にわたり開催し、不適正経理の

再発防止のための取組のいわばエンジンになっていることは、「市長の強いリーダーシップの

もとで、市の全組織、全職員が一丸となって、再発防止策の推進体制を構築する」ものとして

大いに評価することができる。 

また、職員向け啓発資料「コンプライアンスシート」の発行（24 年８月～、９部発行）や

「調達事務のコンプライアンスに関する手引き」の策定（24 年 11 月）も、「新たな事務処理

を確実に遵守することを最優先とする組織方針の明確化」及び「コンプライアンスの中核理念

化」に資するものとして大いに評価することができる。 

なお、「経理事務のコンプライアンス等に係る職員意識調査」の実施（25年２月）は、上記

各取組の効果を測定するものとして有用であると評価できる。市は、「同調査結果によると、

約２割の職員はコンプライアンス共有理念の認識がうすく、同じく約２割の職員は新たな手続

- 4 - 



きの必要性に対する理解が低い現状にあり、なお一層の取組を行っていく」とするが、「なお

一層の取組を行っていく」必要性があることは当然ではあるものの、この規模の大組織におい

て「コンプライアンスに関する情報は職員間でよく共有されており、新たな事務手続について

も８割が必要だと認識しているとの結果」が認められることは、市の取組が相応の組織として

の推進の効果がでてきていることの証左のように思える。 

(2) 「監査、監察機能を有する機関等の連携強化」に係る取組について 

上記各取組は、委員会提案の「(1) 組織としての推進に係る提案」の「③ 監査、監察機能

を有する機関等の連携強化」に記載された事項をある程度は具現化したものといえ、不適正経

理の再発防止の効果は一応認められるものと考える。 

ただし、「監査、監察業務等に係る情報連絡会」については、６回開催されているものの、

その内容は、各機関の監査、監察、検査の対象やスケジュールの調整と、それぞれの機関が監

査や監察、検査業務を行う過程で把握した経理処理の問題点や効果的な実施方法等についての

意見交換・情報共有を行うに留まっているようである。委員会提案は、監査、監察機能を有す

る機関等の連携強化を、「組織としての推進」の一環として位置付けており、たんなる意見交

換・情報共有に留まらず、より積極的に、重層的なチェック機能がより発揮できる仕組みづく

りを行うことを企図しており、この観点からのさらなる検討が必要である。 

なお、委員会提案は、「外部通報案件や経理事務に関わる内部通報案件についての情報共有

の仕組みも早急に構築すべきである」としているが、この点についても、「監査、監察業務等

に係る情報連絡会」における報告による情報共有に留まらず、通報案件があればただちに監

査・監察機能を有する関係機関に情報が伝わるような、より機能的な情報共有の仕組みの構築

が望まれる。 

また、「内部統制の状況に関する監査の実施」については、監査委員が財務定期監査の一環

として執行機関の内部統制の状況を監査するという点において画期的なものと評価すること

ができる。しかし、平成 24 年度の実施内容は、行財政局監査室及び会計室が実施した契約に

係る事務調査結果及び改善措置等を対象としたもので、より高次の観点から内部監査部門によ

るモニタリングの状況を監査するものではなく、「内部統制の状況に関する監査」としては、

不十分なものにとどまっており、今後の改善が望まれる。 

３ 意見・提言 

不適正経理の再発防止のためには、システムが組織に定着するまでの相当の期間、市長の強い

リーダーシップのもとで、市の全組織、全職員が一丸となって再発防止策の推進体制を継続する

必要がある。そして、その推進には、市長だけではなく、推進本部会議の構成員である市幹部職

員の理解と協力が不可欠である。上記のとおり、不適正経理の再発防止の組織としての推進は、

現時点までは、その効果を認めることができることから、緊張感を持ってこれを今後も継続して

いくことが肝要である。 

そこで、「推進本部及び適正化委員会」の一定期間の存続、一定の開催頻度の設定を義務化す

る措置を講じることを提案する。 

奥谷委員 

平成 24 年度の取組方針のひとつである「新たな事務処理を確実に遵守することを最優先とする

組織方針の明確化」について、推進本部会議は平成 24 年度に６回開催し、開催頻度も増加してお

り（平成23年度は２回であった）、トップが中心となって推進する体制が整いつつある、と考える。

今後、開催頻度を維持しつつも、開催内容が形骸化しないよう、充実した会議を継続することを

期待する。 

一方、「コンプライアンスの中核理念化」について、平成24年度に「調達事務のコンプライアン

スに関する手引き」を発行している。また、職員向け啓発資料「コンプライアンスシート」を９回

発行し、各職員の現場にてコンプライアンス意識を啓発できるように工夫しており、評価できると

上谷委員 
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考える。また、平成25年２月に職員約2,000 人に対して、コンプライアンス共有理念の浸透度及

び実践度、庁内ルール遵守意識の定着度、職場へのコンプライアンス浸透度等に関する意識調査を

実施し、分析を進めたことも大変評価できることと考える。 

今後、定期的に「コンプライアンスシート」を発行し、「調達事務のコンプライアンスに関する

手引き」を適宜必要に応じて改訂していくことを期待する。また、職員意識調査結果のさらなる分

析と活用を進めることも期待する。 

「監査、監察機能を有する機関等の連携強化」に関して、「監査・監察業務等に係る情報連絡会」

（会計室、監査事務局、監察室３部門の情報連絡会）を６回開催している。常設の会議体として３

部門が意見交換しやすい場を設けることができた意義は理解できるものの、会議で議論された項目

を閲覧する限りは、（議事メモが残っていないこともあり）３部門での経理事務のあり方や監査方

法に関する具体的な議論はされていないように見受けられる。また、当会議で共有した課題の認識

及びその改善方法等に関する議論まで踏み込まれていないと推測される。今後、さらに深く議論を

行い、かつ「実務に携わる職員にフィードバックする仕組み」（議事メモの共有など）の整備が急

がれる。 

近谷委員 

概ね一定の効果が認められるものの、現時点では効果が十分に判断できないものもあるため、引

き続きその効果について検証が必要である。 

局長級をはじめとして、不適正経理の再発防止に向けた一連の取組に対する意識の浸透は認めら

れるものの、不適正な経理処理の再発防止に向けては、それらが幹部職員だけに留まらず各職場の

末端の担当職員に至るまで、組織として共有されることが重要であり、継続して取り組んでいく必

要がある。 

なお、「監査、監察機能を有する機関等の連携強化」に関連して、監察機能を有する機関である

監査委員、監察室、会計室の三者間での情報共有は実施しているとの事であるが、それらの機関及

び包括外部監査人が実施した監査・調査・検査の結果について、直接の対象部局とその他の部局の

間で、当該監査・調査・検査における指摘・要望事項に対する認識に差があるように思われる。対

象部局の固有事務に伴うものは別として、各部局に共通して起こりうる指摘・要望事項については、

直接の対象部局以外の部局においても、同種の事案がないか自ら確認する等、不適切な事務処理の

防止や事務改善に活かしていく事が、自律的な内部統制の仕組みを構築する上で重要である。組織

としての意識の浸透・共有を進める中で、この点にも留意願いたい。 

奥谷委員 
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〔〔報報告告書書のの再再発発防防止止にに向向けけたた提提言言〕〕  

不不適適正正なな経経理理処処理理をを根根絶絶すするるたためめにに次次にに重重要要ななここととはは、、職職員員がが再再発発防防止止策策のの意意義義をを理理解解しし、、遵遵守守すするるとといい

うう強強いい意意識識をを持持つつここととででああるる。。  

ととこころろがが、、一一部部のの職職場場やや職職員員ににはは、、未未だだ新新たたなな事事務務処処理理のの意意義義及及びびそそのの内内容容がが正正確確にに理理解解さされれてておおららずず、、

そそのの結結果果、、新新たたなな事事務務処処理理のの運運用用がが適適正正ににななさされれずず、、新新たたなな事事務務処処理理がが有有効効にに機機能能ししてていいなないい部部分分ががああるるもも

ののとと認認めめらられれたた。。  

ここのの背背景景ににはは、、多多少少ののルルーールル違違反反はは許許さされれるるとといいうう悪悪ししきき組組織織風風土土のの存存在在、、職職員員のの公公金金にに対対すするる間間違違っったた

意意識識、、新新たたなな事事務務処処理理のの位位置置づづけけへへのの認認識識ののななささ、、形形式式やや表表面面だだけけをを取取りり繕繕ううとといいっったた仕仕事事のの手手法法ななどどのの課課

題題がが山山積積ししてていいるる。。職職員員がが再再発発防防止止策策のの意意義義をを正正確確にに理理解解しし、、遵遵守守すするるとといいうう強強いい意意識識をを持持つつたためめににはは、、問問

題題のの背背景景ととななっってていいるるここれれららのの課課題題をを解解決決しし、、職職員員のの意意識識やや仕仕事事のの仕仕方方をを改改革革すするる事事がが不不可可欠欠ででああるる。。  

長長年年にに渡渡っってて蓄蓄積積ししたた課課題題をを抜抜本本的的にに改改めめてていいくくここととはは容容易易ななここととででははなないいがが、、職職員員一一人人ひひととりりがが真真剣剣にに

向向きき合合いい、、そそのの克克服服にに取取りり組組むむべべききででああるる。。  

  

１１．．研研修修のの継継続続的的なな実実施施  

(2)-① 職員の意識改革に必要な研修の実施 
個別提言項目 

(2)-② 新たな事務処理等に関する研修の継続的な実施及び研修効果を高める工夫 

平成 22 年度より実施している全課長級職員を対象とした「事務処理のコンプライアンスの徹底に向けた

課長級職員研修」をはじめ、係長昇任者や３級職員等の階層別研修、新たに審査担当者となる課長級職員を

対象とする会計事務研修、課長級職員を講師とする全所属職員を対象とした「コンプライアンスの推進に係

る職場研修」等、コンプライアンスの徹底や不適正経理の再発防止に向けた様々な研修を引き続き実施した。

また、管理監督者を対象に「不正・不祥事はどうして起こるのか。『気づき』が組織、職員を守る。」と題し

て、外部有識者による特別研修を実施した。 

このうち、「事務処理のコンプライアンスの徹底に向けた課長級職員研修」では、市長自らが、管理監督

者が果たすべき職場でのコンプライアンス推進について講話を行った。この研修においては、研修で培われ

た受講者の思いを心に刻ませる効用も意図してアンケート調査を実施し、課長級職員の役割などを自由記載

させたところ、自らの役割、取組として具体的な記述が多く、意識の高まりがみられた。 

また、新たに契約事務のコンプライアンスをテーマにした「建設系技術職員特別研修」を実施し、経理事

務適正化の意義や入札手続も含めた契約事務に関するコンプライアンスの要点とともに、対象職員の身近な

契約事務処理における事故防止の留意点を周知徹底した。 

（平成24年度の主な取組）   部は平成24年度新規 

・課長級職員研修（平成24年７月25日～30日 計５回、695人） 

・職場研修（平成24年７月25日～９月28日、361所属 約 14,000人） 

・３級職員研修（平成24年７月25日、170人） 

・係長昇任時研修（平成24年７月24日、149人） 

・主任研修（平成24年 10月２日、248人） 

・新たな審査担当者に対する会計事務研修（平成24年４月13日、68人） 

・会計・契約事務等事務担当者を対象とした基礎実務研修（平成24年６月19日、237人） 

・建設系技術職員特別研修（平成24年８月28日～30日、約1,400人） 

・幹部職員向け特別研修（平成24年 12月 21日、340名） 

  

  

（２）職 員 の 意 識 改 革 に 係 る 提 案  



２２．．職職員員のの賠賠償償責責任任のの明明確確化化とと懲懲戒戒処処分分のの厳厳格格化化及及びびそそのの周周知知啓啓発発（（☞☞PP3399 資資料料⑩⑩））  

個別提言項目 (2)-③ 職員の責務の明確化、厳格化 

平成24年８月17日に、地方自治法第243条の２第１項に基づく違法な予算執行等が生じた場合の関係職

員の賠償責任を盛り込んだ「神戸市会計規則」等の改定を公布し、同年９月１日から施行した。 

また、平成 24 年４月１日付で懲戒処分の指針を改定し、公務上の非違行為として、違法な経理処理を含

む不適切な事務処理の項目を新たに設けた。 

いずれも、上記１の研修や「コンプライアンスシート」、「調達事務のコンプライアンスに関する手引き」

等により、その趣旨や内容の周知を図った。  

（平成24年度の主な取組）   部は平成24年度新規 

・「懲戒処分の指針」の改定（平成24年４月） 

・「職員の賠償責任に関する規定」の制定・施行（平成24年９月施行） 

提言内容の実行に対する評価 

上谷委員 

奥谷委員 

近谷委員 

提言内容が概ね実行されている。 

取組の効果に対する評価、意見・提言等 

上谷委員 

１ 市の取組の再発防止効果に対する評価 

全体としては、再発防止の効果が認められるものと評価する。 

２ 評価の理由 

(1) 「1．研修の継続的な実施」に係る取組について 

上記各取組は、委員会提案の「(2) 職員の意識改革に必要な研修の実施」の「①職員の意識

改革に必要な研修の実施」及び「② 新たな事務処理等に関する研修の継続的な実施及び研修

効果を高める工夫」に記載された事項を具現化したものといえ、不適正経理の再発防止の効果

は十分に認められるものと考える。 

(2) 「職員の賠償責任の明確化と懲戒処分の厳格化及びその周知啓発に係る取組について 

上記各取組は、委員会提案の「(2) 職員の意識改革に必要な研修の実施」の「③ 職員の責

務の明確化、厳格化」に記載された事項を具現化したものといえ、不適正経理の再発防止の効

果は十分に認められるものと考える。 

３ 意見・提言 

職員の意識改革についても一定の時間を要することを認識し、継続的に研修を継続する必要性

があることに留意していただきたい。 

また、委員会提案の「(2) 職員の意識改革に必要な研修の実施」の「①職員の意識改革に必要

な研修の実施」に記載されたとおり、「研修を受けた職員がコンプライアンス意識を自己チェッ

クできる仕組みなど、コンプライアンス意識を定期的かつ反復的に認識し、自発的に身に付ける

方法の検討」（例えば、研修内容に、自己のコンプライアンス意識をチェックする機会を設ける

等）を継続するとともに、研修後に必ずアンケートを取り、研修内容がマンネリ化しないような

工夫をする必要がある。 

さらに、委員会提案の同「② 新たな事務処理等に関する研修の継続的な実施及び研修効果を

高める工夫」に記載されたとおり、参加型の研修を組み入れるなどして、研修効果を高める工夫

を継続すべきである。 
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奥谷委員 

「職員の意識改革に必要な研修の実施」について、課長級職員研修など様々な研修を実施し、延

べ約 17,000 人の職員が参加している。研修実施後には参加者に対するアンケートも実施し、アン

ケート結果を参考に研修効果を持続的に高めていく工夫を進めている。今後、継続的・反復的な実

施が重要と考える。 

また、経理事務等については適宜改正等もあると思われるが、改正等に関する適時の研修開催を

行っていくことが重要と考える。 

さらに、研修参加者については建設系技術職員など事務職員以外の職員も対象としている。また、

参加対象者も様々な職種（教員など）に拡げて実施することも必要と考える。 

一方、「職員の責務の明確化、厳格化」について、平成24年８月に「神戸市会計規則」等の改正

を進め、平成24年４月に懲戒処分の指針を改定し、対応している。 

近谷委員 

概ね一定の効果が認められる。 

なお、職員の意識改革、事務処理の研修にあたっては、守るべきルールが事務の実情を踏まえた

合理的かつ納得のいく内容でなければ、かえって職員の遵守意識を阻害する原因ともなりかねな

い。この点に留意して、ルールの一方的な発信にとどまらず、それに対する現場の反応や意見も

フィードバックしながら、ルールの整備・改善にも常に意を用いてもらいたい。 
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〔〔報報告告書書のの再再発発防防止止にに向向けけたた提提言言〕〕  

不不適適正正なな経経理理処処理理をを根根絶絶すするるたためめににささららにに重重要要なな点点はは、、新新たたなな事事務務処処理理をを効効果果的的なな再再発発防防止止策策ととすするるたためめ

にに、、改改善善すすべべききととこころろはは改改善善ししてて、、ここれれをを支支ええるる仕仕組組みみをを構構築築すするるここととででああるる。。  

不不適適正正なな経経理理処処理理のの再再発発をを防防止止すするる仕仕組組みみととししてて新新たたなな事事務務処処理理はは有有効効ででああるるがが、、職職員員のの意意識識やや事事務務処処理理

のの理理解解、、具具体体的的なな事事務務処処理理、、予予算算執執行行、、モモニニタタリリンンググ、、組組織織ななどど、、様様々々なな課課題題ももああるる。。新新たたなな事事務務処処理理ををよよ

りり効効果果的的なな再再発発防防止止策策ととすするるたためめににはは、、ここれれららのの課課題題をを改改善善すするるここととがが不不可可欠欠ででああるる。。  

 

《《ⅰⅰ．．事事務務処処理理のの理理解解にに係係るる提提案案》》  

１１．．新新たたなな事事務務処処理理にに伴伴ううママニニュュアアルル等等のの改改定定とと周周知知啓啓発発（（☞☞PP4400 資資料料⑪⑪））  

(3)-ⅰ-① 職員に対する事務処理の明確化（手続の可視化） 
個別提言項目 

(3)-ⅰ-② 事業者への周知啓発 

新たな事務処理の流れについて、既存のマニュアルやシステムの改定を実施するとともに、「物品等の新

たな専決調達事務処理に関するマニュアル」を平成 24 年７月に新たに発行し、各種研修や庁内イントラ

ネットにより周知徹底を図った。 

また、新たな事務処理について事業者に周知を図るため、平成 24 年４月に入札参加資格業者約 4,000

社に対してダイレクトメールを送付するとともに、市ホームページ内の「事業者向け情報」において、事

業者に対して財務会計事務処理に関する情報発信を行っている。 

さらに、平成 25 年４月からの契約制度の変更等についても周知を図るため、平成 25 年３月に約 7,000

社に対してダイレクトメールを送付した。 

（平成24年度の主な取組）   部は平成24年度新規 

・「物品等の新たな専決調達事務処理に関するマニュアル」の策定（平成24年７月） 

・入札参加資格業者へのダイレクトメール送付（平成24年４月、平成25年３月） 

・市ホームページによる「事業者向け情報」の発信 

・既存マニュアル・システム等の改定 

 

《《ⅱⅱ．．具具体体的的なな事事務務処処理理にに係係るる提提案案》》  

１１．．新新たたなな専専決決調調達達事事務務処処理理にに係係るる基基準準・・ルルーールルのの明明確確化化（（☞☞PP4400 資資料料⑫⑫））  

(3)-ⅱ-① 見積合わせのルール化 

(3)-ⅱ-② 請書受領に関するルール化及びその徹底 

(3)-ⅱ-③ 納品検査方法の改善 

(3)-ⅱ-⑤ 物品等以外の専決調達への新たな事務処理の適用 

個別提言項目 

(3)-ⅱ-⑥ 事務処理の例外的処理 

平成22年７月から実施している「新たな専決調達事務処理」について、随意契約における見積書徴取に

関する基準等を平成24年４月に策定し、見積合せ・請書提出・発注管理・検査等に関する基準を明確化す

るとともに、平成25年４月から物品購入以外の専決調達にも、新たな専決調達事務処理ルールの対象範囲

を拡大した。 

また、新たな専決調達事務処理に伴う例外的処理について、対象範囲や承認手続きについてのルールを

明確化し、平成24年９月から運用を開始するとともに、例外的処理を承認した事例の一覧表を庁内イント

ラネットで周知した。 

 

（３）効果的な再発防止策の策定に係る提案 



（平成24年度の主な取組）   部は平成24年度新規 

・「随意契約における見積書徴取の基準」の策定（平成24年４月） 

・「随意契約における請書提出の基準」の策定（平成24年４月） 

・物品購入等発注管理簿に伴うシステム等の改修・改定 

・物品検査員候補者登録制度の開始（平成24年４月） 

・「物品等の新たな専決調達事務処理に関するマニュアル」の策定＜再掲＞ 

・例外的処理の承認手続きの策定（平成24年９月） 

・例外的処理一覧表の作成、周知 

 

２２．．備備品品台台帳帳等等のの記記載載内内容容やや備備品品以以外外のの物物品品にに関関すするる管管理理ルルーールルのの明明確確化化（（☞☞PP4411 資資料料⑬⑬、、⑭⑭））  

個別提言項目 (3)-ⅱ-④ 備品台帳等の記載内容や備品以外の物品に関する管理ルールの明確化 

備品や備品以外の物品の管理基準を一部見直し、物品会計規則・物品会計規則事務取扱要綱を改正し、

平成24年８月から運用を開始した。また、備品の購入から廃棄までの管理を効率的に行い、備品管理簿、

備品シールなど備品管理に必要な帳票類を作成する仕組みとして、財務会計システムに備品管理機能を追

加し、平成25年２月下旬から運用を開始した。なお、システムの稼動に先立ち、新たな物品管理基準をも

とに各所属において現物と管理簿の照合（実地たな卸し）を行った。 

（平成24年度の主な取組）   部は平成24年度新規 

・物品管理基準の見直し（平成24年８月） 

・財務会計システムを活用した備品管理の運用開始（平成25年２月～） 

・各所属での物品管理簿の照合（実地たな卸し）の実施（平成24年７月～９月） 

  

《《ⅲⅲ．．予予算算執執行行にに係係るる提提案案》》  

１１．．予予算算のの適適正正執執行行をを反反映映ししたた予予算算編編成成シシスステテムムのの構構築築  

(3)-ⅲ-① 予算編成システムの運用改善 

(3)-ⅲ-② 予算流用手続の簡素化 

(3)-ⅲ-③ 予算節減のインセンティブを高める取組の推進 
個別提言項目 

(3)-ⅲ-④ 予算の計画的執行の仕組みづくり 

予算編成方針において、予算執行におけるコンプライアンスの徹底を周知するとともに、事業に必要な

物品等に関して適切な予算執行が行えるようにシステムを改善、実施した。 

また、予算流用手続の簡素化に伴う平成23年度決算における各局室の流用状況について、各局室の流用

状況を検証するとともに、適正な節割での予算要求に向けた仕組みを構築した。 

さらに、よりインセンティブが高まるよう平成23年度に改善された予算リサイクル制度について、決算

見込時に各局室へ積極的に周知を行い、制度の有効活用を図った。 

加えて、財務会計システムにおける帳票様式の改定や、予算執行管理の要点をまとめたマニュアル「予

算執行状況資料の取り扱いについて」を発行するなど、予算の計画的執行の取組を展開した。 

（平成24年度の主な取組）   部は平成24年度新規 

・平成23年度予算における流用状況の検証・予算編成への反映 

・「予算執行状況資料の取り扱いについて」の発行（平成24年 11月） 

・予算編成、予算執行におけるコンプライアンスの徹底の周知 

・予算リサイクル制度等の周知 

・既存マニュアル・システム等の改定 
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《《ⅳⅳ．．モモニニタタリリンンググにに係係るる提提案案》》  

１１．．モモニニタタリリンンググ可可能能なな帳帳票票類類へへのの改改善善  

個別提言項目 (3)-ⅳ-① モニタリング可能な帳票類への改善 

予算執行状況の把握や発注情報の集約化、モニタリングが可能となるよう、平成24年４月にシステム・

帳票類を改修・改定するとともに、システムを活用した発注管理簿の運用等について、周知を図った。 

（平成24年度の主な取組）   部は平成24年度新規 

・財務会計システムの改修・改定 

・「物品等の新たな専決調達事務処理に関するマニュアル」の策定＜再掲＞ 

 

２２．．所所管管課課にによよるる専専決決調調達達にに対対すするる牽牽制制機機能能のの強強化化  

個別提言項目 (3)-ⅳ-② 所管課による専決調達に対する牽制機能の強化 

財務会計システムに、取引事業者及び会計科目（節、細節別）ごとの予算執行額（１ヶ月）が前年度比

で把握できる機能等を追加し、部長級職員が執行チェックできる帳票を出力できるようにするなど、各局

室区における予算執行管理の徹底を図っている。 

また、「予算執行状況資料の取り扱いについて」と題したマニュアルを発行し、予算執行管理の要点を周

知させた。 

なお、さらなる牽制機能の強化方法等について検討するため、適正化委員会の下部組織として、関係部

局によるワーキンググループを立ち上げ、審査方法等のあり方についての検討を進めている。 

（平成24年度の主な取組）   部は平成24年度新規 

・「予算執行状況資料の取り扱いについて」の発行（平成24年 11月）＜再掲＞ 

・牽制機能の強化に係るワーキンググループによる検討 

・財務会計システムの改修・改定＜再掲＞ 

 

３３．．抽抽出出調調査査のの実実施施とと結結果果のの公公表表及及びび事事業業者者へへのの協協力力要要請請（（☞☞PP4422～～4444 資資料料⑮⑮～～⑰⑰））  

(3)-ⅳ-③ 抽出調査の実施 

(3)-ⅳ-④ 会計室と行財政局監察室との連携 個別提言項目 

(3)-ⅳ-⑤ 事業者の協力義務の明確化 

監察室と会計室が連携し、事前通告なしの抽出調査（契約に係る事務調査）を、ランダムに選定した３

所属に対して平成25年１月に実施した。その結果、公務遂行に必要な調達だが不適正な経理処理を行って

いた事例が１件判明し、不適正な経理処理の再発防止の事務処理手順の趣旨にそぐわない処理や事務処理

が不適切或いはその可能性が高い事例も散見された。これらの調査結果については、第８回推進本部会議

（平成25年３月18日）で報告し、公表した。 

不適正な経理処理については、懲戒処分により厳正に対処するとともに、調査の結果を踏まえ、さらな

る経理適正化の取組を進めている。 

また、契約に係る事務調査の実施にあたっては事業者の協力が必須であるため、地方自治法第221条第

２項に基づき協力義務を明確化し、平成25年３月に事業者約7,000社に通知した。 

（平成24年度の主な取組）   部は平成24年度新規 

・契約に係る事務調査（抽出調査）の実施（平成25年１月） 

・調達事務の留意事項に関する周知 

・入札参加資格業者へのダイレクトメール送付（平成25年 3月）＜再掲＞ 
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《《ⅴⅴ．．組組織織にに係係るる提提案案》》  

１１．．一一括括調調達達シシスステテムムのの導導入入  

個別提言項目 (3)-ⅴ-① 一括調達システムの導入 

既存の共通物品に文具類等を追加し、共通物品一括調達制度として、再構築を行い、平成24年 10月よ

り運用を開始した。 

なお、インターネットによる一括購買システムについては、平成23年度の試験運用の結果を踏まえ、メ

リット・デメリットを検証した結果、現時点で即座に導入することは困難であるものの、今後、物品購入

コストに係る費用対効果や契約方法等について引き続き検討していくこととした。 

（平成24年度の主な取組）   部は平成24年度新規 

・共通物品一括調達制度の運用開始（平成24年 10月～） 

・インターネットによる一括購買システム試験運用結果の検証 

 

２２．．契契約約総総括括部部署署のの設設置置とと相相談談体体制制のの確確立立  

(3)-ⅴ-② 物品等の専決調達も含めた契約事務総括部署の設置 
個別提言項目 

(3)-ⅴ-③ 新たな事務処理についての相談体制の確立 

専決調達を含む契約事務の総括部署として、「契約監理課」を平成24年４月に設置し、契約に関する相

談窓口を一元化した。また、新たな事務処理の運用について、各種研修の実施による周知を図るとともに、

庁内イントラネットにおける経理事務に関する情報の集約化や、「物品等の新たな専決調達事務処理に関す

るマニュアル」、「調達事務のコンプライアンスに関する手引き」等各種マニュアル類の策定・改定を行っ

た。 

（平成24年度の主な取組）   部は平成24年度新規 

・「契約監理課」の設置（平成24年４月） 

・「物品等の新たな専決調達事務処理に関するマニュアル」等の策定＜再掲＞ 

・「調達事務のコンプライアンスに関する手引き」の策定＜再掲＞ 

・契約事務に関する各種研修の実施＜一部再掲＞ 

・市ホームページによる「事業者向け情報」の発信＜再掲＞ 

 

提言内容の実行に対する評価 

上谷委員 

奥谷委員 

近谷委員 

提言内容が概ね実行されている。 

取組の効果に対する評価、意見・提言等 

上谷委員 

１ 市の取組の再発防止効果に対する評価 

個々的には改善の余地があるものもあるが、全体としては、再発防止の効果が認められるもの

と評価する。 

２ 評価の理由 

(1) 上記各取組は、個々的には改善の余地があるものもあるが、全体としては、委員会提案の「(3) 

効果的な再発防止策の策定～新たな事務処理を支える仕組みづくり～に係る提案」に記載され

た各事項を具現化したものといえ、不適正経理の再発防止の効果は十分に認められるものと考

える。 
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(2) なお、平成23年度末において、「Ｂ 平成23年度当初設定方針の途中段階である。」と評価

した６項目（第３回神戸市経理適正化推進本部会議資料１参照）につき、平成 24 年度の中間

評価においても、「Ｂ 現時点においては、取組方針どおりに、一定の進捗はしているが、課

題もある。」と評価した３項目（第７回神戸市経理適正化推進本部会議資料参照）は、平成24

年度末においては、「平成 23 年度当初設定方針どおりには進捗している。」と評価できる状況

にある。 

３ 意見・提言 

個々的に改善の余地があるものについては、上記２の(2)の各資料に記載された指摘事項の

ほか、以下に記載したとおりである。 

・『ⅱ．具体的な事務処理に係る提案』「１．新たな専決調達事務処理に係る基準・ルールの明確

化」のうち、「見積もり合わせのルール化」、「請書受領に関するルール化及びその徹底」、「納

品検査方法の改善」に関して、職員に知識が十分に行き渡ってないように見受けられる。引き

続き、啓発に努めるとともに、研修内容についても、問題の起こりそうな事例に絞った形とす

るなどの工夫が必要である。 

・同「事務処理の例外的処理」に関して、既に認められている例外処理の同種事案が発生した際

に、十分な検討なく安易に認められることのないよう留意すること。 

・『ⅲ．予算執行に係る提案』「１．予算の適正執行を反映した予算編成システムの構築」のうち、

予算リサイクル制度に関して、「実際に経費の節減に取り組んだ所管課にそのメリットが還元

されるような仕組みも検討するなど職員による予算節減のインセンティブが働くような制度

に改善していくべきである」という委員会提言の趣旨を踏まえた制度の積極的な活用につい

て、引き続き周知に努めること。 

・『ⅳ．モニタリングに係る提案』「１．モニタリング可能な帳票類への改善」に関して、リスク

管理の観点から、定例・定型的な処理等については、すべての情報がシステム上で連動し、自

動的に処理できるような仕組みを、費用対効果も踏まえながら検討すること。 

・『ⅴ．組織に係る提案』「一括調達システムの導入」に関して、引き続きインターネットによる

購買システムの導入について、費用対効果も踏まえながら検討すること。 

奥谷委員 

「職員に対する事務処理の明確化（手続きの可視化））」については、「物品等の新たな専決調達

事務処理に関するマニュアル」を平成 24 年７月に発行し、研修や庁内イントラネットにより周知

徹底を図る仕組みを整備する取組については評価できると考える。しかし、当該マニュアルは分量

が多いことから、各職員が理解しやすいよう、マニュアルの中の重要な点を定期的に通知、連絡事

項に記載し、職員に啓発していく等の仕組みの整備も重要であると考える。 

「事業者への周知啓発」については、新たな事務処理等に関し入札参加資格業者に対するダイレ

クトメールの発送等により対応している。しかし、各事業者に新たな事務処理をさらに浸透させる

ために、今後は、事業者からの質問や意見の聴取に関する場の提供や方法について早急に検討すべ

きと考える。 

「見積もり合わせのルール化」について、平成 24 年４月に「随意契約（物品購入）における見

積書徴収に関する基準」を策定し、発注管理簿による管理が行われている。 

「請書受領に関するルール化及びその徹底」、「納品検査方法の改善」、「物品等以外の専決調達へ

の新たな事務処理の適用」、「事務処理の例外的処理」について、平成 24 年９月から「新たな専決

調達事務処理に伴う例外的処理」の対象範囲や承認手続きについてのルールを明確化され、運用さ

れている。今後、これらのルールの適用や改善への対応が適切になされているか、定期的にモニタ

リングしていくよう仕組みの整備が重要と考える。 

「備品台帳等の記載内容や備品以外の物品に関する管理ルールの明確化」について、備品管理基

準の見直しや、新たな物品管理の基準をもとにした現物と管理簿の照合（実地たな卸し）を行って

上谷委員 
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いる。今回が初めてのたな卸しであったこともあるが、全325部署における実施の確認まで約５ヶ

月要しており、たな卸し実施への取組の意識が全職員に浸透しているとは言いがたい状況であっ

た。今後も定期的な実地たな卸しを実施されていくことを期待するが、実施の際には当たな卸し実

施の目的と意義を十分に各部署の職員に理解させたうえで、実施するべきである。具体的にはたな

卸し実施のガイドラインやＱ＆Ａの充実などを期待する。さらに、財務会計システムを活用した備

品管理の運用を平成 25 年２月から実施しているが、機能の整備で満足するのではなく、システム

から出力される備品管理台帳を上司が定期的にチェックする仕組みの整備が必要である。 

「モニタリングに係る提案」に関して、平成 24 年４月に財務会計システムを改訂し、予算執行

状況の把握や発注管理簿による発注情報の集約化など、対応している。 

「抽出調査の実施」に関して、平成 25 年１月に事前通告無しに３所属に対する抽出調査を実施

することで不適切な事務処理などが発見されており、当該結果の公表等を行っている。今後、発見

された結果を指摘するだけではなく、不適切な事務処理の原因（なぜこのような不適切な事務と

なってしまったのか）や背景の分析を踏まえて、すべての部署における事務処理の改善やコンプラ

イアンス意識を促す方法の構築に貢献できるよう、期待する。また、こうした事前通告なしの抽出

調査は、不定期ながらも継続的に行っていくことで、全ての部署に対する一定の緊張感や統制につ

なげていくことも必要と考える。 

「物品等の専決調達も含めた契約事務総括部署の設置」、「新たな事務処理についての相談体制の

確立」について、平成 24 年４月から「契約監理課」を設け、契約に関する相談窓口を一元化され

ている。さらに当課がその設置目的を果たせるよう、活躍するよう期待する。 

近谷委員 

概ね一定の効果が認められるものの、現時点では効果が十分に判断できないものもあるため、引

き続きその効果について検証が必要である。 

「所管課による専決調達に対する牽制機能の強化」に関して、執行機関としてのチェック機能は

おおむね適正に実施されていると評価できる。今後は出納機関としての独自の立場からの牽制機

能、チェック機関としての機能を強化する体制の構築を希望する。 

「一括調達システムの導入」に関して、現在、共通物品一括調達制度の事務を会計室が所管して

いるが、本来、出納機関がこのような事務を処理するのは不適当であり、執行機関において処理す

るよう検討すべきである。 

「抽出調査」に関して、今後も定期的に実施する事を希望する。なお、実施にあたっては、調査

結果のみに捉われるのではなく、調査結果に至った背景や経緯等を分析し、フィードバックするこ

とで、不適正経理の再発防止につなげていけるよう、さらなる工夫を期待する。 

奥谷委員 

  

 

- 15 - 



- 16 - 

 

 

 

〔〔報報告告書書のの再再発発防防止止にに向向けけたた提提言言〕〕  

不不適適正正なな経経理理処処理理をを根根絶絶すするるたためめにに最最後後にに重重要要ななここととはは、、再再発発防防止止策策のの内内容容やや実実施施状状況況ににつついいてて、、市市民民へへ

のの説説明明責責任任をを果果たたすすここととででああるる。。  

市市のの調調達達事事務務のの財財源源はは市市民民がが納納めめたた税税金金ででああるる。。そそのの使使用用にに関関ししてて不不適適正正なな経経理理処処理理がが発発生生ししたたここととをを受受

けけてて策策定定さされれたた再再発発防防止止策策ににつついいててはは、、他他のの市市政政事事項項ににももままししてて、、市市かからら積積極極的的にに市市民民へへのの説説明明責責任任をを果果たた

すすここととがが要要請請さされれるる。。再再発発防防止止策策のの実実施施にに透透明明性性をを持持たたせせ、、市市民民のの監監視視とといいうう機機会会をを与与ええるるここととはは、、不不適適正正

なな経経理理処処理理をを根根絶絶すするるたためめのの有有力力なな制制度度的的担担保保ととななるる。。  

  

１１．．再再発発防防止止策策のの実実施施状状況況等等のの公公表表（（☞☞PP4455 資資料料⑱⑱））  

経理適正化に関する方針決定を行う場である、推進本部会議を公開で開催するとともに、会議資料は議事

要旨を含め、市ホームページを通じて全て公表した。また、市ホームページ内の「市長の動き」では、会議

での市長の発言も含め、その概要を写真入りで掲載した。 

また、経理事務のコンプライアンスを遵守するための具体的な行動指針をまとめ職員向けに策定した「調

達事務のコンプライアンスに関する手引き」は、調達事務に関する市の方針として公表し、調達事務のコン

プライアンスに対する市の断固とした姿勢や果たすべき責務を対外的にコミットメントしている。 

さらに、契約に係る事務調査指針に基づき平成 25 年１月に実施した契約に係る事務調査において、調査

により判明した「不適正な経理処理の事例」に加えて不適正な経理処理ではないものの「不適正な経理処理

の再発防止の事務処理手順の趣旨にそぐわない事例」や「事務処理が不適切或いはその可能性が高く、今後、

継続的な留意が必要である事例」についても、それぞれの指摘内容、件数に加え、対象課名も含めて、第８

回推進本部会議で報告するとともに公表した。 

 

２２．．第第三三者者にによよるるモモニニタタリリンンググのの実実施施  

提言項目に関する市の取組状況については、平成 23 年度に引き続き、第三者として外部の有識者である

専門委員３名が、それぞれの専門的知見を踏まえ、提言趣旨に沿った進捗が図られているかどうかの調査、

評価を実施した。 

あわせて、平成23年度末評価並びに平成24年度中間評価について、それぞれ推進本部会議で報告し、公

表した。 

 

（平成24年度の主な取組）   部は平成24年度新規 

・推進本部会議の開催（６回開催）＜再掲＞ 

・「調達事務のコンプライアンスに関する手引き」の策定＜再掲＞ 

・契約に係る事務調査（抽出調査）の実施＜再掲＞ 

・専門委員による提言に基づく取組の進捗状況の調査・評価（11回開催） 

 

 

提言内容の実行に対する評価 

上谷委員 

奥谷委員 

近谷委員 

提言内容が概ね実行されている。 

（４）市 民 へ の 説 明 責 任 に 係 る 提 案 



取組の効果に対する評価、意見・提言等 

上谷委員 

１ 市の取組の再発防止効果に対する評価 

再発防止の効果が認められるものと評価する。 

２ 評価の理由 

(1) 上記各取組は、報告書の「第５ 再発防止策に向けた提言」の「１ 基本的な考え方」の「(4) 

市民への説明責任」に記載された「再発防止策の実施に透明性を持たせ、市民の監視という機

会を与えるということは、不適正な経理処理を根絶するための有力な制度的担保となる」こと

の重要性を認識したうえで、委員会提案の「⑷ 市民への説明責任に係る提案」に記載した事

項を具現化したものといえ、不適正経理の再発防止の効果は十分に認められるものと考える。

(2) 特に、契約に係る事務調査指針に基づき平成 25 年１月に実施した契約に係る事務調査結果

について、それぞれの指摘内容、件数に加え、対象課名も含めて、公表した点は、今後の不適

正経理の再発の抑止効果が大きく期待できるものとして評価することができる。 

３ 意見・提言 

(1) ホームページ等による定期的な再発防止策の実施状況や新たな事務処理についての違反事

例の公表は、市の役職員に、これらの事項が市民に公表されるものであるという緊張感を与え

ることによって、不適正経理の再発の抑止効果を期待するものである。したがって、公表内容

は、市民にとってわかりやすい内容のものとする必要があると同時に、市の役職員に対しても、

公表された内容を周知する必要がある。 

(2) 新たな事務処理についての違反事例の公表は、公表された市の対象課の役職員に、たまたま

調査対象となったことへの不公平感からくる不満等を生じさせ、不適正経理の再発防止のため

の取組への障害となる可能性もある。しかし、このことは、違反事例の公表の不適正経理の再

発防止への有用性を否定するものではないことをしっかりと認識し、一方で調査対象選定の合

理性・公平性等を確保すると同時に、他方で調査・公表の意義についての役職員への理解を求

めつつ、毅然たる態度で継続していくことが肝要である。 

奥谷委員 

神戸市のウェブサイトで公表している推進本部会議資料において、主な取組状況内容が具体的に

記載されている。また、平成 25 年１月に実施した３所属に対する契約に関する抽出調査の結果も

詳細に報告されている。 

今後も継続して市民に対して取組状況をわかりやすく説明していくことが望まれる。 

近谷委員 概ね一定の効果が認められる。 
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上谷委員 

１１  神神戸戸市市とといいうう巨巨大大組組織織ににおおいいてて、、報報告告書書をを受受けけたた後後、、短短期期間間内内にに、、委委員員会会提提案案にに記記載載ししたた多多様様

なな事事項項ににつつきき、、具具体体的的にに取取組組方方針針をを策策定定ししたたううええ、、ここれれららをを着着々々とと実実現現ししてていいっったたここととはは、、大大いい

にに評評価価すするるここととががででききるる。。特特にに、、市市長長ののリリーーダダーーシシッッププととここれれをを支支ええたた事事務務方方のの努努力力をを称称ええたたいい。。

２２  ここのの委委員員会会提提案案をを具具現現化化ししてていいくく過過程程ににおおいいてて、、役役職職員員のの間間でで、、報報告告書書のの「「第第５５  再再発発防防止止策策

にに向向けけたた提提言言」」のの「「１１  基基本本的的なな考考ええ方方」」のの「「⑴⑴  組組織織ととししててのの推推進進」」、、「「⑵⑵  職職員員のの意意識識改改革革」」、、

「「⑶⑶  効効果果的的なな再再発発防防止止策策のの策策定定～～新新たたなな事事務務処処理理手手続続をを支支ええるる仕仕組組みみづづくくりり～～」」、、「「⑷⑷  市市民民へへ

のの説説明明責責任任」」にに記記載載さされれたた各各事事項項へへのの理理解解がが相相当当程程度度深深化化ししたたももののとと考考ええるる。。  

３３  ももっっとともも、、平平成成 2255 年年２２月月にに実実施施ししたた「「経経理理事事務務ののココンンププラライイアアンンスス等等にに係係るる職職員員意意識識調調査査」」

のの調調査査結結果果にによよるるとと、、約約２２割割のの職職員員ははココンンププラライイアアンンスス共共有有理理念念のの認認識識ががううすすくく、、同同じじくく約約２２割割

のの職職員員はは新新たたなな手手続続ききのの必必要要性性にに対対すするる理理解解がが低低いい現現状状ににああるるここととがが判判明明しし、、ままたた、、同同年年１１月月にに

実実施施ししたた契契約約にに係係るる事事務務調調査査ににおおいいてて、、「「不不適適正正なな経経理理処処理理のの事事例例」」、、「「不不適適正正なな経経理理処処理理のの再再発発

防防止止のの事事務務処処理理手手順順のの趣趣旨旨ににそそぐぐわわなないい事事例例」」、、「「事事務務処処理理がが不不適適切切或或いいははそそのの可可能能性性がが高高くく、、今今

後後、、継継続続的的なな留留意意がが必必要要ででああるる事事例例」」がが判判明明ししたたがが、、ここれれららのの事事項項はは、、市市のの上上記記取取組組のの不不適適正正経経

理理再再発発防防止止へへのの効効果果をを否否定定すするるももののででははなないいここととをを特特記記ししたたいい。。  

厳厳密密にに比比較較ででききるる客客観観的的デデーータタにに基基づづくくももののででははなないいがが、、上上記記のの各各調調査査結結果果はは、、今今回回のの不不適適正正

経経理理のの再再発発防防止止のの取取組組をを始始めめるる前前のの調調査査結結果果（（報報告告書書のの本本文文 1122～～1199 頁頁、、資資料料２２・・３３・・1111 等等））とと

比比較較ししたた場場合合ににはは、、格格段段のの進進歩歩をを遂遂げげてていいるるももののとと考考ええらられれるる。。  

いいわわゆゆるる不不祥祥事事がが発発生生ししたた巨巨大大組組織織ににおおいいてて、、そそのの再再発発防防止止がが一一朝朝一一夕夕にに図図れれるるももののででははなな

くく、、数数年年以以上上ににわわたたるる継継続続的的なな取取組組がが必必要要でで、、途途中中でで頓頓挫挫すするるここととのの危危険険性性をを十十分分にに認認識識すするるここ

ととのの方方がが重重要要ででああるる。。  

４４  上上記記２２でで述述べべたたととおおりり、、委委員員会会提提案案をを具具現現化化ししてていいくく過過程程ににおおいいてて、、役役職職員員のの間間でで、、報報告告書書のの

「「第第５５  再再発発防防止止策策にに向向けけたた提提言言」」のの「「11  基基本本的的なな考考ええ方方」」にに記記載載さされれたた各各事事項項へへのの理理解解がが相相

当当程程度度深深化化ししたたももののとと考考ええるるがが、、ここののここととはは、、単単にに、、不不適適正正経経理理のの再再発発防防止止ののたためめのの取取組組へへのの理理

解解がが深深化化ししたたここととだだけけにに留留ままららずず、、「「業業務務のの適適正正をを確確保保すするるたためめのの自自律律的的なな仕仕組組みみ」」ででああるる、、いい

わわゆゆるる内内部部統統制制シシスステテムムへへのの理理解解がが進進んんだだももののとと評評価価すするるここととががででききるる。。  

ここのの状状況況をを踏踏ままええてて、、今今後後はは、、報報告告書書のの「「第第５５  再再発発防防止止策策にに向向けけたた提提言言」」のの「「３３  再再発発防防止止

にに向向けけたた中中長長期期的的なな取取組組ににつついいててのの提提案案」」のの「「⑴⑴  内内部部統統制制シシスステテムムのの確確立立にに関関すするる提提案案」」にに記記

載載さされれたた事事項項へへのの具具体体的的取取組組にに着着手手すするるここととがが望望ままれれるる。。  

ととくくにに、、「「①①  内内部部統統制制シシスステテムムのの確確立立全全般般にに関関すするる提提案案」」にに記記載載さされれたたととおおりり、、総総務務省省にによよ

るる地地方方公公共共団団体体ににおおけけるる内内部部統統制制シシスステテムムのの導導入入のの検検討討もも考考慮慮にに入入れれななががらら、、早早期期にに、、「「トトッッププ

ででああるる市市長長及及びび幹幹部部職職員員をを責責任任者者かかつつ実実働働メメンンババーーととすするる内内部部統統制制シシスステテムム導導入入にに関関すするる準準備備

組組織織をを設設置置」」すすべべききももののとと考考ええるる。。  

奥谷委員 

平平成成 2233 年年５５月月にに取取りりままととめめたた報報告告書書はは 4400 頁頁以以上上ににわわたたるる報報告告書書でであありり、、提提案案事事項項もも約約 4400 項項目目

にに上上っってていいるる。。ここれれららのの提提案案事事項項そそれれぞぞれれにに対対しし、、真真摯摯にに検検討討しし、、取取りり組組ままれれててききたた神神戸戸市市のの各各担担

当当課課のの努努力力はは大大変変ななももののででああっったたとと考考ええるる。。  

全全ててのの事事項項がが万万全全にに対対応応さされれたたここととででははなないいがが、、報報告告後後約約２２年年のの間間ににほほぼぼ取取組組がが実実施施さされれたたこことと

はは評評価価ででききるる。。  

今今後後はは、、ここれれららのの取取組組がが継継続続的的にに実実施施さされれ、、かかつつ形形骸骸化化ししなないいよよううなな工工夫夫がが重重要要ににななるるとと考考ええるる。。

一一方方、、報報告告書書ににおおいいてて提提案案さされれてていいるる「「再再発発防防止止にに向向けけたた中中長長期期的的なな取取組組ににつついいててのの提提案案」」ににつつ

いいててはは今今回回のの評評価価のの対対象象外外ととししてていいるる。。「「中中長長期期的的」」なな事事項項ととははいいええ、、報報告告後後２２年年をを経経過過ししたた現現時時

点点ににおおいいてて実実質質的的なな議議論論がが進進んんででいいなないい点点はは残残念念ででああるる。。  

「「中中長長期期的的なな取取組組ににつついいててのの提提案案」」ののううちち、、「「リリススクク管管理理体体制制のの確確立立」」ににつついいてて言言及及すするるとと、、経経

総合的な意見、提案、特記事項 
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理理事事務務適適正正化化にに関関ししてて現現在在取取りり組組ままれれつつつつああるる諸諸策策ははすすべべててリリススククにに対対応応ししたた方方策策をを講講じじたた結結果果

にに対対応応ししたたももののでであありり、、結結果果的的ににはは「「リリススクク管管理理」」にに貢貢献献ししてていいるるももののででははああるるがが、、全全部部署署ににおおけけ

るる体体系系的的ななリリススククのの抽抽出出とと、、抽抽出出さされれたたリリススククへへのの対対応応方方針針策策定定、、リリススクク管管理理体体制制のの確確立立にに関関すするる

議議論論ににつつななげげるるここととがが重重要要ででああるるとと考考ええるる。。  

「「中中長長期期的的なな取取組組ににつついいててのの提提案案」」ののううちち、、「「会会計計事事務務処処理理にに関関すするる提提案案－－単単式式簿簿記記・・現現金金主主義義

かからら複複式式簿簿記記・・発発生生主主義義－－」」のの提提案案ににつついいててはは、、一一部部のの地地方方自自治治体体がが複複式式簿簿記記・・発発生生主主義義のの考考ええ方方

をを導導入入ししてていいるる。。財財政政状状態態等等をを適適時時にに市市民民にに開開示示ししてていいくくたためめににもも複複式式簿簿記記・・発発生生主主義義へへのの対対応応をを

進進めめるる必必要要ががああるるここととはは理理解解さされれてていいるるととはは思思ううがが、、先先行行自自治治体体のの導導入入状状況況やや導導入入効効果果のの研研究究をを進進

めめらられれ、、導導入入へへのの議議論論をを深深めめるるここととをを望望むむ。。  

近谷委員 

経経理理適適正正化化ののたためめににはは、、局局室室区区長長等等のの幹幹部部職職員員のの姿姿勢勢ががももちちろろんん重重要要ででああるるがが、、実実務務のの要要でであありり

日日常常的的にに決決裁裁をを担担うう課課長長級級職職員員、、係係長長級級職職員員のの意意識識とと能能力力のの向向上上がが不不可可欠欠ででああるる。。各各所所属属ににおおけけるる

チチェェッックク機機能能がが適適正正かかつつ有有効効にに働働くくよようう、、一一層層のの取取組組をを希希望望すするる。。  

ままたた、、不不適適正正なな事事務務処処理理をを防防止止ししてていいくくたためめにに、、新新たたなな制制度度やや基基準準をを構構築築すするるこことともも重重要要ででああるる

がが、、一一方方でで、、現現在在問問題題ななくく運運用用さされれてていいるる制制度度やや基基準準ににつついいててもも、、時時代代やや環環境境のの変変化化にに合合わわせせてて随随

時時見見直直ししをを行行っってていいくく必必要要ががああるる。。今今後後、、継継続続的的ににルルーールルのの整整備備・・改改善善をを行行っってていいくく中中でで、、現現場場のの

実実務務ととルルーールルがが乖乖離離しし、、ルルーールルがが形形骸骸化化すするるここととががなないいよようう、、特特にに留留意意願願いいたたいい。。  

最最後後にに、、不不正正がが起起ここりりににくくいいルルーールルをを整整備備しし、、職職員員にに手手順順のの遵遵守守をを求求めめてていいくくここととはは重重要要ででああるる

がが、、不不正正なな目目的的ををももっってて故故意意ににルルーールルをを破破るる者者ががああっったた場場合合、、完完全全にに防防ぐぐここととはは困困難難でであありり、、職職員員

ののモモララルルとと士士気気のの高高揚揚ににもも十十分分留留意意すするる必必要要ががああるる。。同同様様にに、、職職員員ののモモチチベベーーシショョンンがが適適正正なな事事務務

処処理理のの動動機機付付けけににももななるるがが、、過過剰剰なな規規制制やや締締めめ付付けけにによよるる「「ややららさされれ感感」」だだけけがが続続くくとと、、モモチチベベーー

シショョンンがが保保ててなないい恐恐れれももああるる。。ここののたためめ、、前前向向ききなな職職務務意意識識のの醸醸成成をを常常にに図図っってていいくくここととがが重重要要でで

ああるる。。  

 

奥谷委員 
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《《資資料料①①》》平平成成 2233 年年度度末末評評価価・・平平成成 2244 年年度度中中間間評評価価  結結果果一一覧覧表表（（個個別別提提言言項項目目別別））  

提提    言言    項項    目目  2233 年年度度末末評評価価  2244 年年度度中中間間評評価価  2244 年年度度末末評評価価  

(1)組織としての推進に係る提案 

①新たな事務処理を確実に遵守することを最優先とする組織方針の明確化 Ａ  

②コンプライアンスの中核理念化 Ａ  

 

③監査、監察機能を有する機関等の連携強化 Ａ  

提言内容が概

ね実行されて

いる 

(2)職員の意識改革に係る提案 

①職員の意識改革に必要な研修の実施 Ａ  

②新たな事務処理に関する研修の継続的な実施及び研修効果を高める工夫 Ａ  

 

③職員の責務の明確化、厳格化 Ｂ Ａ 

提言内容が概

ね実行されて

いる 

(3)効果的な再発防止策の策定に係る提案 

ⅰ 事務処理の理解に係る提案 

①職員に対する事務処理の明確化（手続の可視化） Ａ   

②事業者への周知啓発 Ａ  

ⅱ 具体的な事務処理に係る提案 

①見積合わせのルール化 Ａ  

②請書受領に関するルール化及びその徹底 Ａ  

③納品検査方法の改善 Ａ  

④備品台帳等の記載内容や運用方法の見直し Ｂ Ａ 

⑤物品等以外の調達事務への新たな事務処理の適用 
Ｂ 

上谷委員Ｂ 
奥谷委員Ａ 
近谷委員Ａ 

 

⑥事務処理の例外的処理 Ｂ Ａ 

ⅲ 予算執行に係る提案 

①予算編成システムの運用改善 Ａ  

②予算流用手続きの簡素化 Ａ  

③予算節減のインセンティブを高める取組の推進 Ａ  

 

④予算の計画的執行の仕組みづくり Ａ  

ⅳ モニタリングに係る提案 

①モニタリング可能な帳票類への改善 Ａ  

②所管課による専決調達に対する牽制機能の強化 Ａ  

③抽出調査の実施 Ａ  

④会計室と行財政局監察室との連携 Ａ  

 

⑤事業者の協力義務の明確化 Ｂ Ｂ 

ⅴ 組織に係る提案 

①一括調達システムの導入 
Ｂ 

上谷委員Ｂ 
奥谷委員Ａ 
近谷委員Ａ 

②物品等の専決調達も含め契約事務の総括部署の設置検討 Ａ  

 

 

③新たな事務処理についての相談体制の確立 Ａ  

提言内容が概

ね実行されて

いる 

(4)再発防止策及び提言内容の進捗状況に関する第三者も関与した進行管理、 

モニタリング体制 Ａ 
 提言内容が概

ね実行されて
いる 

※※  評評価価基基準準  

①23年度末進捗状況評価 
Ａ：平成23年度当初設定方針どおりには進捗している。 

Ｂ：平成23年度当初設定方針の途中段階である。 

Ｃ：平成23年度当初設定方針のとおりには全く進捗していない。 

②24年度中間進捗状況評価 
Ａ：現時点では、ほぼ取組方針どおりには進捗している。 

Ｂ：現時点では、取組方針どおりに、一定の進捗はしているが、課題もある。 

Ｃ：現時点では、取組方針どおりには進捗しているとはいえない。 

 

☞各時点の「進捗状況及び評価・意見」の詳細は、下記リンク先の「推進本部会議」資料をご覧ください。 

ＨＨ2233 末末評評価価：：http://www.city.kobe.lg.jp/information/committee/finances/keiritekiseikahonbukaigi/img/0302siryou1.pdf 

ＨＨ2244 中中間間評評価価：：http://www.city.kobe.lg.jp/information/committee/finances/keiritekiseikahonbukaigi/img/0401siryou.pdf 
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《《資資料料②②》》平平成成 2244 年年度度のの取取組組方方針針にに基基づづくく取取組組・・進進捗捗状状況況（（個個別別提提言言項項目目別別）） 

 
（（１１））組組織織ととししててのの推推進進にに係係るる提提案案  

提 言 内 容 
①新たな事務処理を確実に遵守することを最優先とする組織方針の明確化 
・再発防止の推進体制を構築し、再発防止に取り組むこと 

所 管 課 行財政局行政監察部監察室 

平成 24 年度 
の取組方針 

今後も、推進本部会議、適正化委員会それぞれの会議を定期的に開催していく。また、経理適
正化に関する方針の決定機関である推進本部を通じて、経理適正化に向けた様々な取組を、推進
本部のメンバーである局室区長のマネジメントによって全庁に周知徹底していく。 

平成 24 年度

末 ま での 取

組・進捗状況 

１．神戸市経理適正化推進本部会議の開催、審議等 
・計６回開催（第３回～第８回） 

２．神戸市経理適正化委員会の開催 

  ・計８回開催（第７回～第14回） 

３．トップ自らの発信、統制（主なもの） 

① 平成 24 年度の取組方針の決定を踏まえ、平成 24 年６月４日に開催した第３回経理適正化
推進本部会議を通じて「経理適正化に向けて」と題する市長のメッセージ文を全職員に向け
発信し、コンプライアンスを組織の命題とし、市民に託された公金を扱う責任の重さを改め
て職員全員が認識し、経理適正化の徹底に向けて全力で取組むように指示した。 

② 全課長級職員を対象に実施した「事務処理のコンプライアンスの徹底に向けた課長級職員
研修」（平成24年７月 25日～30日、５回実施）では、市長自らの経験談を踏まえ、職員や
職場のコンプライアンス徹底に向けた課長級職員の心得について講話した。 

 

提 言 内 容 
②コンプライアンスの中核理念化 
・市の事業運営の中核理念となるコンプライアンスに関する基本方針の策定 

所 管 課 行財政局行政監察部監察室 

平成24年度 
の取組方針 

今後も、神戸市職員コンプライアンス共有理念を研修等の様々な機会を通じて周知徹底してい
く。また、共有理念の周知が「押しつけ」とならないように、職員一人ひとりが共有理念を大切
であると認識し、実践の言動に結びつけられるように、共有理念を通じたコンプライアンス意識
の喚起、向上を図る取組も実施していく。さらに、共有理念が職場や職員に浸透したことの効果
を検証するために（仮称）職員意識調査等を実施していく予定である。 

平成 24 年度

末までの取

組・進捗状況 

１．職員向け啓発資料「コンプライアンスシート」の発行 
日常的に職員がコンプライアンスについて考える機会を提供することを目的として、「公正

な職務執行」「事故及び不祥事の未然防止」「風通しのよい職場づくり」などコンプライアン
スや服務倫理に関わる様々な題材をテーマに、その留意点を分かりやすくまとめた回覧式によ
る職員向けの啓発資料として「コンプライアンスシート」の発行を平成24年８月から開始した。
概ね月１回ごとに発行し、局区庶務担当課を通じて全職場に配布し、必ず各所属で所属職員全
員に回覧している。 
・平成24年度発行数 №０～№８（９部発行） 

２．「調達事務のコンプライアンスに関する手引き」の策定、周知 

神戸市職員コンプライアンス共有理念を踏まえ、契約事務を含む経理事務を処理するに際し
て留意すべき様々なルールや仕組みを体系的に整理するとともに、経理事務のコンプライアン
スを遵守するための具体的な行動指針をまとめた「調達事務のコンプライアンスに関する手引
き」を策定した。 
なお、この手引きは契約事務のコンプライアンスをテーマに、８月末に約 1,400 人を対象に

実施した建設系技術職員特別研修において配布した資料を専門の弁護士の監修のもと編集した
ものである。 

３．「経理事務のコンプライアンス等に係る職員意識調査」の実施 

平成23年５月に策定した神戸市職員コンプライアンス共有理念を踏まえ、職場や職員におけ
るコンプライアンス意識の浸透度を確認し、これまでのコンプライアンス推進施策の効果の検
証を行うとともに、職員のモチベーションの向上、組織活性化施策への反映を目的とした「経
理事務のコンプライアンス等に係る職員意識調査」を実施した。具体的には、庁内の調査対象
部局から約 2,000 人を対象に、コンプライアンス共有理念の浸透度及び実践度、庁内ルール遵
守意識の定着度、上司のマネジメント行動の実践度、職場へのコンプライアンス浸透度、仕事
への充足度等についての匿名のアンケート調査を実施し、職員間でコンプライアンスに関する
情報はよく共有されており、新たな事務手続についても８割が必要だと認識しているとの結果
がでた。しかしながら、同調査でも、約２割の職員はコンプライアンス共有理念の認識がうす
く、同じく約２割の職員は新たな手続きの必要性に対する理解が低い現状にあり、なお一層の
取組を行っていく。 
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提 言 内 容 
③監査、監察機能を有する機関等の連携強化 
・監査、行財政局監察室、会計室の三者による意見交換の場 
・監査委員への内部監察結果の報告などの情報共有の仕組みづくり 

所 管 課 行財政局行政監察部監察室、監査事務局第一課 

平成24年度
の取組方針 

再発防止策を強力に実行し、財務に関する監査等を実施する監査委員による重層的なチェック
機能をより有効に活用できるよう、引き続き、「監査、監察業務等に係る情報連絡会」を開催し、
監査委員の関与も含め相互の密接な情報共有を図り、監査、監察機能を有する機関のより一層の
連携強化に取り組んでいく。 

平成 24 年度

末までの取

組・進捗状況 

「監査・監察業務等に係る情報連絡会」を定期的に開催することで、各機関の監査、監察、検
査の対象やスケジュールの調整や、それぞれの機関が監査や監察、検査業務を行う過程で把握し
た経理処理の問題点や効果的な実施方法等についての意見交換・情報共有を行うなど、積極的な
情報共有は図られた。 
また、平成24年度より、監査委員が財務定期監査の一環として執行機関の内部統制の実施状況

を対象とする監査を実施することで、重層的な監査・監察体制が構築された。 
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（（２２））職職員員のの意意識識改改革革にに係係るる提提案案  

①職員の意識改革に必要な研修の実施 
・全職員に対してコンプライアンス意識を涵養するための研修を実施 
・研修を受けた職員がコンプライアンス意識を自己チェックできる仕組みなどを検討 
・幹部職員に対して民間企業でのコンプライアンスの取組に関する啓発機会の検討 提 言 内 容 

②新たな事務処理等に関する研修の継続的な実施及び研修効果を高める工夫 
・新たな事務処理も含めた財務会計事務研修の実施 
・物品等の資産管理や予算執行の計画的な管理に関して研修項目に追加 

所 管 課 行財政局行政監察部監察室ほか 

① 今後も、不適正な経理処理の要因となった「（業務に必要であれば）多少のルール違反は許さ
れるという悪しき組織風土の存在、職員の公金に対する間違った意識、新たな事務処理の位置
づけへの認識のなさの意識を改革すること」（報告書 31 頁）に重点を置いた研修を継続して実
施していく。また、受講者全員に研修内容を実践に生かしていく心構え、感想を含むアンケー
トを実施し、研修受講だけで終わるのではなく研修の効果を持続的に高めていくため、研修内
容や方法を改善していく。 

平成24年度
の取組方針 

② 今後も、具体的事例を用いるなど研修内容を必要に応じて見直しながら継続して実施してい
く。 

平成 24 年度

末までの取

組・進捗状況 

１．平成24年度事務処理のコンプライアンスの徹底に向けた課長級職員研修の実施 
平成22、23年度に引き続き、平成24年７月25日～30日の間、５回（１回：約2.5時間）に

分けて全課長級職員を対象に実施した。平成24年度は、市長講話を通じて管理監督者が果たす
べき職場でのコンプライアンス推進の意義を市長自ら徹底するとともに、経理適正化の具体的
事務処理に関しては、物品監理の新しい基準や共通物品一括調達制度の周知とともに、財務会
計事務の留意事項に関して具体的事例を用いて内容を説明した。 

２．全課長級職員研修での受講者へのアンケートの実施 

全課長級職員を対象に実施した「事務処理のコンプライアンスの徹底に向けた課長級職員研
修」では、「コンプライアンス推進等のために課長級職員が果たすべき役割は何か」など４項目
の記名式アンケートを実施し、回答率は 100％であった。「市民目線や市民意識に立って仕事を
するために必要なこと、心がけることは何か」という質問に対して、回答の多数が、共有理念
の項目である「風通しのよい組織風土づくり」「前例踏襲の打破、業務改善等」「市民への説明
責任」「公金意識の徹底」であった。 

３．平成24年度コンプライアンスの推進に係る職場研修の実施 

全課長級職員研修を踏まえ、平成24年７月25日～９月28日までの間、所属長が講師となり、
各職場において、全所属職員を対象に、職員コンプライアンス共有理念（平成23年５月策定）
等に基づき公務員としての使命やコンプライアンスの意義を再確認し、服務倫理に関する意識
啓発及び予算執行事務や物品会計事務等に関する正しい知識習得及びその徹底を図った。 
<実施所属数、受講者数> 361所属、約14,000人 

４．会計事務に関する研修での取組 

①課長級職員である新たな審査対象者を対象とする会計事務研修（平成 24 年４月 13 日／受講
者数68人） 

②会計・契約事務等／事務担当者を対象とした基礎実務研修（平成 24 年６月 19 日／受講者数
会計事務：113人、契約事務：124人） 

５．建設系技術職員特別研修の実施 

平成 24年８月 28 日～30日の間、６回（１回：約 2.5 時間）に分けて建設系技術職員を対象
に、経理事務適正化の意義や入札手続も含めた契約事務に関するコンプライアンスの要点とと
もに、対象職員の身近な契約事務処理における事故防止の留意点を周知徹底した。 
【研修項目】 コンプライアンス推進、服務倫理徹底に向けた職員部長講話／工事契約事務の

実務上の留意点／経理契約における留意点等／調達事務のコンプライアンスに
関する留意事項等 

【受講者数】 約1,400人 

６．階層別研修の実施を通じたコンプライアンス意識の啓発 

平成23年度に引き続き、毎年度実施している階層別の研修にコンプライアンスについてのカ
リキュラムを盛り込み、提言及び神戸市職員コンプライアンス共有理念の啓発を通じて法令遵
守、倫理意識の徹底を図った。 
・３級職員研修（平成24年７月25日／受講者数170人 
・係長昇任時研修（平成24年７月24日／受講者数149人） 
・主任研修（平成24年 10月２日／受講者数248人） 

７．幹部職員向けのコンプライアンス推進に向けた特別研修の実施 

平成24年 12月 21日に管理監督者を対象に実施した（受講希望：約340名）。「不正・不祥事
はどうして起こるのか。『気づき』が組織、職員を守る。」と題して、リスクマネジメントの視
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点から、事例を素材に、不祥事がどうして起こってしまうのかについて機能的に解明し、不祥
事の芽を早期に発見し、防止していくための考え方を解説した。 
【講師】梅林 啓弁護士(第一東京弁護士会所属） 

 

提 言 内 容 
③職員の責務の明確化、厳格化 
・新たな事務処理に関わる職員の役割内容に応じた責務の明確化 
・違法な経理処理に関与した場合の職員に対する厳正な懲戒処分 

所 管 課 行財政局行政監察部監察室、行財政局職員部人事課 

平成24年度
の取組方針 

改正懲戒指針の周知徹底と、不祥事根絶のため、さらなるコンプライアンス意識の向上を図っ
ていく。また、賠償責任を負う職員の指定に係る規則を速やかに策定し、規則の趣旨及びその内
容を正確に関係職員に周知するとともに、公金を扱う責任の重さの自覚、公金意識の徹底を図っ
ていく。 

平成 24 年度

末までの取

組・進捗状況 

１．職員の賠償責任に関する規則の制定・施行と周知啓発 
経理適正化委員会等での議論を経て、平成 24 年８月 17 日に地方自治法第 243 条の２第１項

に基づく違法な予算執行等が生じた場合の関係職員への賠償責任規則を盛り込んだ「神戸市会
計規則」、「地方公営企業法の財務規定等を適用する事業の会計規則」その関連規定及び「神戸
市契約規則」改定を公布し、同年９月１日から施行した。 
また、規則の趣旨や内容について、全課長級職員を対象に実施した「事務処理のコンプライ

アンスの徹底に向けた課長級職員研修」や「契約事務のコンプライアンスをテーマにした建設
系技術職員特別研修」で周知するとともに、「コンプライアンスシート」や「調達事務のコンプ
ライアンスに関する手引き」等でも周知啓発した。 

２．職員の懲戒処分の厳格化と周知徹底 

提言を踏まえ、平成24年４月１日付で改定した懲戒処分の指針について、全課長級職員を対
象に実施した「事務処理のコンプライアンスの徹底に向けた課長級職員研修」や、全職場で実
施しているコンプライアンス推進に係る職場研修等で周知するとともに、「コンプライアンス
シート」や「調達事務のコンプライアンスに関する手引き」等でも周知啓発した。 
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（（３３））効効果果的的なな再再発発防防止止策策のの策策定定にに係係るる提提案案  
《ⅰ事務処理の理解に係る提案》 

提 言 内 容 
①職員に対する事務処理の明確化（手続の可視化） 
・新たな事務処理に関わる職員の具体的な役割内容を明記したフローチャートの策定、ルール
としての位置づけ 

所 管 課 会計室会計課 

平成24年度
の取組方針 

事務処理における職員の役割分担やフローチャートなどを明記した「財務会計事務の手引き」
（平成23年度改定）を研修や相談等で活用し周知する。また、事務処理の見直し等があれば、適
宜内容の改定を行い周知に努めていく。 

平成 24 年度

末までの取

組・進捗状況 

１．財務会計事務の手引きの改定 
 ・物品管理基準の一部見直し、財務会計システムによる備品管理 
 ・職員の賠償責任 
 ・新たな専決調達事務の対象範囲の拡大 
 ・共通物品一括調達制度 
など事務の見直しに伴い、該当部分を改定し、周知を図った。また、庁内イントラネットに掲
載した。 

２．物品等の新たな専決調達事務処理に関するマニュアルの策定 
新たな専決調達事務処理に関する事務処理手順、注意点、Ｑ＆Ａなどをまとめた「物品等の

新たな専決調達事務処理に関するマニュアル」を７月に策定した。課長級職員研修において、
その内容について説明を行い、課長級職員は所属内研修で所属職員にマニュアルのポイント等
を説明し、周知徹底を図った。また庁内イントラネットに掲載した。 

 

提 言 内 容 
②事業者への周知啓発 
・事業者向けの支出関係書類の作成要領の策定等、市の財務会計事務の情報発信 

所 管 課 行財政局財政部契約監理課 

平成24年度
の取組方針 

入札参加資格業者（約 4,000 社）に対してダイレクトメールを送付し事務処理について周知を
行う。その後も、必要に応じて事業者等から意見を聴取するとともに事務処理の見直し等があれ
ば、適宜、市ホームページ等で情報提供を行っていく。 

平成 24 年度

末までの取

組・進捗状況 

１．ダイレクトメールの送付 
(1) 平成24年４月 入札参加資格業者（約4,000社）に事務処理について通知 
(2) 平成25年３月 入札参加資格業者（約7,000社）に契約制度の変更等について通知 

２．市ホームページでの情報発信 

市ホームページ内の「事業者向け情報」において、財務会計事務処理に関する情報発信を行っ
ている。 

 
《ⅱ具体的な事務処理に係る提案》 

提 言 内 容 
①見積合わせのルール化 
②請書受領に関するルール化及びその徹底 
③納品検査方法の改善 

所 管 課 行財政局財政部契約監理課 

平成24年度
の取組方針 

①②③ 随意契約（物品等購入）における見積書徴取に関する基準第３条２項の発注管理簿につ
いて所属長は少なくとも四半期ごとにチェックを行うように通知しているが、発注管理簿
によるチェックのルール化を図り、庁内イントラや研修などを通じて周知に努めていく。

平成24年４月１日から新たな基準等を運用しているところであり、一定の期間を置いて
運用状況について把握したいと考えている。その上で必要な改善点等があれば対応してい
きたい。なお、運用にあたっては、職員から質問のあった内容を中心にＱ＆Ａを庁内イン
トラに掲載するなど、各所属において事務処理に遺漏のないよう引き続き庁内への周知を
図っていく。 

平成 24 年度

末までの取

組・進捗状況 

１．新ルールの適用（平成24年４月～） 
(1) 随意契約における見積書徴取の基準 
(2) 随意契約における請書提出の基準 
(3) 物品購入等発注管理簿について 
(4) 物品検査員候補者登録制度 

２．新ルールの周知徹底 

マニュアル、庁内イントラネット、研修等を通じて新ルールの周知徹底を図っている。 
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提 言 内 容 ④備品台帳等の記載内容や備品以外の物品に関する管理ルールの明確化 

所 管 課 会計室会計課 

平成24年度
の取組方針 

新財務会計システムによる備品管理の運用前に、物品管理基準の一部見直しを行うとともに、
各所管課での備品の実地たな卸しなどを実施する予定である。平成 24 年 10 月を目途に新財務会
計システムによる備品管理を目指す。 

平成 24 年度

末までの取

組・進捗状況 

１．備品管理基準の見直し 
①多くの所属で所有され、②取得価格が２万円未満のもので耐久性があり、③小型で持ち運

びができて紛失しやすいものとして、カメラ（使い捨てカメラを除く）、ＩＣレコーダー、携帯
電話機、高機能電卓について、平成24年８月より取得価格に関係なく備品に区分するものとし
て追加するなど物品管理基準を一部見直し、物品会計規則・物品会計規則事務取扱要綱を改正
した。また、新たな物品管理の基準をもとに現物と管理簿の照合（実地たな卸し）を行った。 

２．財務会計システムを活用した備品管理の運用 

備品の購入（取得）から保管転換による異動、廃棄までの管理を効率的に行い、備品管理簿、
備品シールなど備品管理に必要な帳票類を作成する仕組みとして、財務会計システムに備品管
理機能を追加し、平成25年２月下旬から運用を開始した。 

 

提 言 内 容 ⑤物品等以外の専決調達への新たな事務処理の適用 

所 管 課 行財政局財政部契約監理課 

平成24年度
の取組方針 

物品等の随意契約に関して、新たなルールを平成24年４月から運用する。物品以外への適用に
ついては、その状況を踏まえ、内容を検討していく。 
そのため、以下のスケジュールで取り組み、平成25年４月１日からの実施を目指す。 
(1)物品の新たなルールの状況把握 
(2)各局の実態把握 
(3)適用範囲の検討 
(4)具体案の検討 
(5)新たなルールの庁内周知 

平成 24 年度

末までの取

組・進捗状況 

１．新たな専決調達事務処理の対象範囲を拡大（平成25年４月～） 
〔対象範囲（  は追加した節及び細節）〕 

①11 需用費 
01消耗品費、02燃料費、03印刷製本費、07修繕費、08賄材料費、09医薬材料費 

②12 役務費 
01一般役務費 
③14 使用料及び賃借料 
01一般使用料等、02自動車借上料 
④16 原材料費 

01原材料費 
⑤18 備品購入費 

01一般備品費 

 

提 言 内 容 ⑥事務処理の例外的処理 

所 管 課 行財政局財政部契約監理課 

平成24年度
の取組方針 

見積合わせや請書の関係について例外的処理を中心とした基準を策定したところであり、これ
を厳格に運用していく。また、これ以外にも様々な例外的処理を必要とするケースが存在するた
め、実務処理に携わる職員から寄せられる質問等に対し、考え方や事務処理方法等を記載したＱ
＆Ａを作成し、早期に庁内イントラに掲載することで事務処理のルールとしていく。これらの取
組により、例外的処理が無秩序に拡散することのないように徹底していく。 

平成 24 年度

末までの取

組・進捗状況 

１．例外的処理の承認手続の策定（平成24年９月以降適用） 
(1) 対象事務 

当該事務において新たな専決調達事務処理の適用が困難である場合、また、客観的に見て別
の事務処理を行う方が合理的な場合 

(2) 承認手続 
必要となる理由、処理方法等について、各局室区長決裁（経理係等合議）の上、契約監理

課に合議し承認を受ける。 

２．例外的処理一覧表の作成及び周知 

例外的処理を承認した事例の一覧表を作成し、庁内イントラネットに掲載した。 
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《ⅲ予算執行に係る提案》 

提 言 内 容 
①予算編成システムの運用改善 
・事業に必要な備品購入費について、適切な額を当初予算で計上するように運用を改善 

所 管 課 行財政局財政部財務課 

平成24年度
の取組方針 

予算編成から予算執行までに期間を要するため、所要経費が適切に計上されるよう引き続き精
緻な見積もりがなされるよう周知を図っていく。 

平成 24 年度

末までの取

組・進捗状況 

１．適正な予算計上に関する各局室への周知 
①予算執行通知において、「事務処理の適正化とコンプライアンスの徹底」について周知 
（平成24年４月） 

②経常予算概算編成要領において、「事務処理の適正化とコンプライアンスの徹底」について周
知（平成24年８月） 

③予算編成要領において、「コンプライアンスの徹底」「適切な見積り替えを反映すること」に
ついて周知（平成24年 11月） 

 

提 言 内 容 
②予算流用手続の簡素化 
・迅速な予算執行に柔軟に対応できるように予算流用の事務手続を簡素化 

所 管 課 行財政局財政部財務課 

平成24年度
の取組方針 

平成23年度決算における所管局での流用状況の検証を踏まえ、翌年度予算編成において適正な
予算計上がなされているかの検証を行っていく。 

平成 24 年度

末までの取

組・進捗状況 

１．予算流用状況の検証 
平成23年度決算における各局室の流用状況（節間流用）について検証を実施した。 
節間流用の合計額は約 145 億円であり、うち備品購入費への流用の割合は 3.3％（約５億円/

約145億円）であった。 
流用理由については、工事請負費（須磨区庁舎建設、学校建設など）との見積り替えが大半

であった。 

 

提 言 内 容 
③予算削減のインセンティブを高める取組の推進 
・予算リサイクル制度について予算削減インセンティブが働くような仕組みへの改善 

所 管 課 行財政局財政部財務課 

平成24年度
の取組方針 

引き続き、制度の有効活用がなされるよう決算見込作業を通じて各局室への周知を図っていく。

平成 24 年度

末までの取

組・進捗状況 

１．予算リサイクル制度の周知 
平成23年度から事務事業の見直し等に伴う財政効果を次年度以降の予算編成に反映させるリ

サイクル制度について、より予算節減のインセンティブが働くよう制度を拡充した。（活用額を
経費節減額の1/2から全額に拡充） 
平成24年度において、引き続き当該制度が有効に活用されるよう決算見込のタイミングで各

局室への周知を行った。 

 

提 言 内 容 
④予算の計画的執行の仕組みづくり 
・計画的な予算執行管理の仕組みづくり 

所 管 課 行財政局財政部財務課 

平成24年度
の取組方針 

より有効に予算執行状況資料を活用できるよう、他都市での取組状況も参考にしながら統一的
な執行状況検証スキームの構築を目指す。 

平成 24 年度

末までの取

組・進捗状況 

１．適正な予算計上に関する各局室への周知 
①予算執行状況の把握方法、予算節減のインセンティブ策など、経理適正化に関する取組状況
について、政令市への調査を実施（平成24年４月） 

②予算執行状況資料の活用方法、取扱いに関する要望などを把握するため、各局室へのヒアリ
ングを実施（平成24年５月） 

③第６回経理適正化推進本部会議において、マニュアル「予算執行状況の取り扱いについて」
の内容を周知（平成24年 11月） 

④予算執行状況をより詳細に把握できるよう、帳票様式（財務会計システム）を改定(※)した。
（平成25年４月） 
※【改定内容】 
（節・細節別）４半期→毎月、前年度比較の追加 
（債権者別）支払件数の追加 
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《ⅳ モニタリングに係る提案》 

提 言 内 容 ①モニタリング可能な帳票類への改善 

所 管 課 行財政局財政部契約監理課 

平成24年度
の取組方針 

新財務会計システムを改善し、平成24年４月１日から見積もり・発注から支出負担行為書・支
出命令書・発注管理簿を関連づけて事務処理状況を管理することができるようになった。今後、
システムの適切な運用を徹底していくとともに、発注管理簿によるチェックのルール化を図り、
庁内イントラや研修などを通じて周知に努めていく。 

平成 24 年度

末までの取

組・進捗状況 

１．財務会計システムの変更（平成24年４月） 
(1) 発注書の作成 
(2) 発注管理簿の作成 

発注書に入力したデータから、毎月、（自動的に）発注管理簿を作成 

２．職員への周知 

庁内イントラネットや研修などにより周知 

 

提 言 内 容 
②所管課による専決調達に対する牽制機能の強化 
・各所管課をとりまとめる局や部の庶務担当課による予算執行マネジメント機能の強化 

所 管 課 会計室会計課、行財政局財政部財務課 

平成24年度
の取組方針 

より有効に予算執行状況資料を活用できるよう、他都市での取組状況も参考にしながら統一的
な執行状況検証スキームの構築を目指す。 

平成 24 年度

末までの取

組・進捗状況 

１．適正な予算計上に関する各局室への周知 
①予算執行状況の把握方法、予算節減のインセンティブ策など、経理適正化に関する取組状況
について、政令市への調査を実施（平成24年４月） 

②予算執行状況資料の活用方法、取扱いに関する要望などを把握するため、各局室へのヒアリ
ングを実施（平成24年５月） 

③第６回経理適正化推進本部会議において、マニュアル「予算執行状況の取り扱いについて」
の内容を周知（平成24年 11月） 

④予算執行状況をより詳細に把握できるよう、帳票様式（財務会計システム）を改定(※)した。
（平成25年４月） 
※【改定内容】 
（節・細節別）４半期→毎月、前年度比較の追加 
（債権者別）支払件数の追加 

２．専決調達に対する牽制機能の強化 

専決調達に対する牽制機能の強化について、関係課によるワーキンググループで検討した。 

 

提 言 内 容 

③抽出調査の実施 
・会計室と行財政局監察室が適切な役割分担に基づき、新たな事務処理に関する定期的な抽出
調査を実施し、抽出調査を通じたモニタリングを実施 

④会計室と行財政局監察室との連携 
・調査結果を反映した事務処理の見直しの実施 

⑤事業者の協力義務の明確化 
・市が実施する調査に関する事業者の協力を義務づけられるようなルールづくりの検討 

所 管 課 行財政局行政監察部監察室 

平成24年度
の取組方針 

契約に係る事務調査指針に基づき抜き打ちによる定期的な抽出調査を実施していく。また、並
行して調査実施に対する事業者の協力に関するルール作り、調査結果の公表方法、調査結果を踏
まえた事務処理のモニタリング方法を検討していく。 

平成 24 年度

末までの取

組・進捗状況 

１．抽出調査の実施 
内部牽制機能の強化を通じて不適正な経理処理の再発防止を徹底するとともに、市の予算執

行に伴う契約事務の公正かつ適正な執行を確保することを目的として、契約に係る事務調査（抽
出調査）を平成25年１月に実施した。 
具体的には、平成24年１月から５月支出の物品・役務の調達事務のうち、行財政局監察室が

ランダムに選定した調査対象課（３所属）における 20 業者、440 件の調達業務について、実施
前に調査対象課や所管部局に調査の有無や調査日時を連絡せずに、調査対象課での実地調査を
実施し、取引業者から提供を受けた書類等と調査対象課が保存する支出関係書類や備品等につ
いて照合確認を行った。 
その結果、公務遂行に必要な調達だが、不適正な経理処理を行っていた事例が１件判明した。

また、３つの調査対象課すべてにおいて、「不適正な経理処理ではないが不適正な経理処理の再
発防止の事務処理手順の趣旨にそぐわない事例」（126 件）や「事務処理が不適切或いはその可
能性が高い事例」（56件）が判明した。 
不適正な経理処理が判明した調査対象課に対しては、不適正な経理処理の再発防止策実施後

の調達事務に関する自主的な調査実施及び原因究明、具体的な再発防止の取組を早急に構築す
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るよう要請した。また、「不適正な経理処理の再発防止の事務処理手順の趣旨にそぐわない処理」
や「事務処理が不適切或いはその可能性が高い処理」についても、それぞれ個別に対象課に指
摘し是正を求めるとともに、具体的な再発防止の取組の徹底を求めた。 
なお、調査の結果については、第８回経理適正化推進本部会議（平成 25 年３月 18 日）を通

じて公開している。 

２．会計室と行財政局監察室との連携 

契約に係る事務調査の結果、見積書や納付書等の日付が記載されていない事例が多く見受け
られたため、年度間に渡る調達事務に係る事務処理について記載した「平成24年度末、平成25
年度当初の調達事務の留意事項」（平成25年３月27日発）を会計課長と行政管理担当課長の連
名で各所属長宛に送付し、再発防止に向けた周知徹底を図った。 

３．事業者の協力義務の明確化 

契約に係る事務調査の実施にあたっては事業者の協力が必須であるため、地方自治法第 221
条第２項に基づき事業者の協力義務を明確化し、事業者あてに通知した。今後、取引実績に応
じ追加送付していく。 
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《ⅴ組織に係る提案》 

提 言 内 容 
①一括調達システムの導入 
・日常的に多用される物品等の一括調達システムの導入 
・インターネットによる一括購買システムの試験的導入 

所 管 課 会計室会計課、行財政局行政監察部行政経営課、行財政局財政部契約監理課 

平成24年度
の取組方針 

「一括調達システムの導入」に関しては、共通物品一括調達制度として平成 24 年 10 月頃に運
用を開始し、以後順次品目の拡大や運用ルールの改善を図る。また、「インターネットによる一括
購買システムの導入」に関しては、平成23年度の試験運用の状況を評価・検証し、導入の可否を
含め引き続き検討する。 

平成 24 年度

末までの取

組・進捗状況 

１．一括調達システムの導入 
既存の共通物品に文具類等を追加し、共通物品一括調達制度として再構築を行い、平成24年

10月より運用を開始した。 
・取り扱い品目の拡大（13品目58種類 ⇒ 58品目167種類） 

２．インターネットによる一括購買システムの導入 

インターネットによる一括購買システムについては、平成23年度の試験運用の結果を踏まえ、
メリット・デメリットを検証した結果、現時点で、即座に導入することは困難であるとの結論
に至った。 

 

提 言 内 容 
②物品の専決調達も含め契約事務総括部署の設置 
・専決調達を含む契約事務の総括部署の設置検討 

所 管 課 企画調整局企画調整部企画課 

平成24年度
の取組方針 

今後、新設した効果やその実績を検証していく。 

平成 24 年度

末までの取

組・進捗状況 

１．契約事務総括部署の設置 
平成24年４月の契約監理課の設置により、契約に関する相談窓口が集約化されたことにより、

各所属にとっては相談しやすい体制となっている。また、契約に関する相談は年度当初より減
少傾向にあり、マニュアルの整備や研修を充実させた一定の効果が出ていると考えられる。 
今後も、引き続き、新たな事務処理の拡大や相談体制の充実などの取組を進めるとともに、

市の契約の透明性・公正性の確保の観点から、委託契約に関する新ルールの確立など契約制度
の見直しなどの検討を行い、全庁で統一した運用が担保されるような体制を整えていく。 

 

提 言 内 容 
③新たな事務処理についての相談体制の確立 
・新たな事務処理を盛り込んだマニュアルの策定、支出命令審査を担当する会計室での審査と指
導対応の集約化、会計事務に関するルール改善のフィードバック 

所 管 課 行財政局財政部契約監理課 

平成24年度
の取組方針 

職員から質問のあった内容を中心にＱ＆Ａを庁内イントラに掲載するとともに、「財務会計事務
の手引き」やマニュアル、研修内容、事例集等、掲載情報も見直しながら、継続して職員への相
談体制を充実させていく。 

平成 24 年度

末までの取

組・進捗状況 

１．契約に関する相談体制の整備 
契約監理課の設置により、契約に関する相談については契約監理課が一元的に受け付け、必

要に応じて関係課と連携をとりながら対応を行っている。 

２．研修の実施 

・平成24年６月19日      基礎実務研修（契約事務） 
・平成24年７月25日～30日   課長級職員研修 
・平成24年７月25日～９月28日 平成24年度コンプライアンスの推進に係る職場研修 
・平成25年３月14日～18日   契約制度に関する説明会（新たな事務処理） 

３．経理事務に関する情報の集約 

「経理事務のコンプライアンス」として、①経理適正化推進本部会議、②契約に関する事務、
③予算執行事務の適正化、④適正な会計事務などの関連する項目を庁内イントラネットのトッ
プページにまとめて掲載した。 

４．「物品等の新たな専決調達事務処理に関するマニュアル」の策定 

５．「調達事務のコンプライアンスに関する手引き」の策定 

６．「財務会計事務の手引き」の改定 
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（（４４））市市民民へへのの説説明明責責任任にに係係るる提提案案  

提 言 内 容 
再発防止策及び提言内容の進捗状況に関する第三者も関与した進行管理、モニタリング体制の

確立 

所 管 課 行財政局行政監察部監察室 

平成24年度
の取組方針 

本年３月上旬から５月下旬にかけて、提言項目の進捗状況を調査評価いただき、６月上旬を目
処に委員の評価結果を含め進捗状況を公表する。その後も専門委員による継続的な評価を踏まえ
て、半年程度を目処に定期的に公表していく。 
また、提言を踏まえ積極的に市民への説明責任を果たすべく、再発防止策の実施状況を含む経

理適正化の取組を適宜公表していく。 

平成 24 年度

末までの取

組・進捗状況 

１．再発防止策の実施状況等の公表 
神戸市経理適正化推進本部会議（第３回：平成 24 年６月４日/第４回：７月 23 日/第５回：

８月20日/第６回：11月 12日/第７回：平成25年２月 18日/第８回：３月18日開催）を公開
で開催するとともに、市ホームページを通じて会議資料を全て公表している。また、市ホーム
ページ内の「市長の動き」では、会議での市長の発言も含め、その概要を写真入りで掲載して
いる。 
また、経理事務のコンプライアンスを遵守するための具体的な行動指針をまとめ職員向けに

策定した「調達事務のコンプライアンスに関する手引き」は、調達事務に関する市の方針とし
て公表し、調達事務のコンプライアンスに対する市の断固とした姿勢や果たすべき責務を対外
的にコミットメントしている。 
さらに、平成25年１月に実施した「契約に関する事務調査の結果及び改善措置等」について、

契約に係る事務調査指針に基づき推進本部会議を通じて公表している。 

２．第三者によるモニタリングの実施 

提言項目に関する市の取組状況については、第三者である外部の有識者である専門委員３名
が、それぞれの専門的知見を踏まえ、提言趣旨に沿った進捗が図られているかどうかの調査、
評価を実施している。 
平成23年度末時点の提言項目の進捗状況評価に関しては、各所属課からの進捗状況のヒアリ

ングを随時実施し、収集した資料を踏まえ調査し、各委員が５月末に27の提言項目の進捗をそ
れぞれＡＢＣ評価するとともに、進捗に関する意見・提言がなされ、その結果は平成24年６月
４日の第３回経理適正化推進本部会議で報告し、公表した。 
また、平成 24 年度の進捗状況評価に関しては、平成 24 年４月１日から 11 月 30 日までの取

組状況について「中間進捗状況」として評価を受けた。評価の方法としては、年度途中である
ことから平成 23 年度末評価においてＢ評価（平成 23 年度当初設定方針の途中段階である）を
受けた６項目についてのＡＢＣ評価を受けるとともに、その他の提言項目も含めて各委員が特
に必要であると判断した項目については進捗状況に対する意見・提案等を付す事とし、その結
果を平成25年２月18日の第７回経理適正化推進本部会議で報告し、公表した。 
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《《資資料料③③》》平平成成 2244 年年度度  経経理理適適正正化化推推進進本本部部会会議議等等のの開開催催状状況況（（☞☞本本文文ＰＰ33  ⅠⅠ--((11))--11））  

 

１１．．神神戸戸市市経経理理適適正正化化推推進進本本部部会会議議  

回 数 開催日 議   題 

第３回 平成24年６月４日 

① 神戸市経理適正化外部検証委員会報告書における提言の進捗状況及

び神戸市経理適正化外部評価専門委員による評価結果について 

② 平成24年度の取組方針について 

第４回 平成24年７月23日 

① 物品等の新たな専決調達事務処理の正しい運用を徹底するための取

組 

② 物品管理の新しい基準及び物品の実地たな卸し 

③ 共通物品一括調達制度 

第５回 平成24年８月20日 

① 違法な予算執行行為等に係る職員の賠償責任に関する規則 

② 「平成 24 年度事務処理のコンプライアンスの徹底に向けた課長級職

員研修」受講者アンケート結果 

③ 「コンプライアンスシート」の発行 

第６回 平成24年11月12日 
① 予算執行状況資料の取り扱い 

② 調達事務のコンプライアンスに関する手引き 

第７回 平成25年２月18日 
① 経理適正化に向けた平成 24年度の取組方針に基づく中間進捗状況及

び神戸市経理適正化外部評価専門委員による評価等 

第８回 平成25年３月18日 
① 平成24年度契約に係る事務調査実施結果及び改善措置等 

② 不適正な経理処理の再発防止に向けた取引業者等の協力、周知の取組

２２．．神神戸戸市市経経理理適適正正化化委委員員会会  

回 数 開催日 議   題 

第７回 平成24年４月26日 

①提言内容の進捗状況について 

②提言項目の取組進捗状況の公表までの予定 

③平成24年度の提言項目に関する取組方針、内容について 

第８回 平成24年６月１日 

①第３回経理適正化推進本部会議への報告・決定事項について 

・神戸市経理適正化外部検証委員会報告書における提言の進捗状況 

及び神戸市経理適正化外部評価専門委員による評価結果について 

・提言を踏まえた平成24年度の取組方針について 

第９回 平成24年６月25日 
①職員の責務の明確化、厳格化に関する提言への対応 

②職員への周知啓発（全課長級職員研修、職場研修の実施等） 

第10回 平成24年７月18日 

①新たな専決調達事務処理の正しい運用を促進するための取組 

②物品管理の新しい基準及び物品の実地たな卸しについて 

③共通物品一括調達制度について 

第11回 平成24年９月７日 
①共通物品一括調達制度に係る要求事務 

②第10回委員会からの取組状況 

第12回 平成24年11月９日 
①予算執行状況資料の取り扱い 

②調達事務のコンプライアンスに関する手引き 

第13回 平成25年２月15日 

①第７回経理適正化推進本部会議への報告事項について 

・経理適正化に向けた平成24年度の取組方針に基づく中間進捗状況及

び神戸市経理適正化外部評価専門委員による評価結果について 

②第７回経理適正化推進本部会議以降の予定 

第14回 平成25年３月15日 
①平成24年度契約に係る事務調査実施結果及び改善措置等 

②不適正な経理処理の再発防止に向けた取引業者等の協力、周知の取組 
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《《資資料料④④》》全全職職員員向向けけ市市長長メメッッセセーージジ（（HH2244..66..44））（（☞☞本本文文ＰＰ33  ⅠⅠ--((11))--11））  
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《《資資料料⑤⑤》》平平成成 2244 年年度度  「「ココンンププラライイアアンンススシシーートト」」のの発発行行状状況況（（☞☞本本文文ＰＰ33  ⅠⅠ--((11))--11））  

発発行行№№  発発行行年年月月  タタイイトトルル  

０ 平成24年８月 コンプライアンスシートを発行します！ 

１ 平成24年８月
知らない！って人はいないですよね？ 

～「神戸市職員コンプライアンス共有理念」～ 

２ 平成24年９月
後悔しても、無かったことにはできないんですよ。 

～服務事故を起こしたら① 「服務事故」って？？？～ 

３ 平成24年10月
平成24年４月１日より処分の指針を見直しました。 

～服務事故を起こしたら② 「懲戒処分」・「分限処分」の指針改正～ 

４ 平成24年11月 「現金取り扱い」の事故は厳禁！ 

５ 平成24年12月
平成 24 年９月１日より違法な予算執行行為などに対する職員の賠償責任の規

則が施行されました。 

６ 平成25年１月 風通しの良い職場って、どんな職場だと思いますか？ 

７ 平成25年２月 個人情報の重みってどれくらい？ 

８ 平成25年３月 お酒に飲まれてはいけません！ 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

№№00                                              №№11  
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《《資資料料⑥⑥》》「「調調達達事事務務ののココンンププラライイアアンンススにに関関すするる手手引引きき」」（（☞☞本本文文ＰＰ33  ⅠⅠ--((11))--11））  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

☞詳細は、下記のリンク先の「推進本部会議」資料をご覧ください。 

（http://www.city.kobe.lg.jp/information/committee/finances/keiritekiseikahonbukaigi/img/0603siryou.pdf） 
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《《資資料料⑦⑦》》経経理理事事務務ののココンンププラライイアアンンスス等等にに係係るる職職員員意意識識調調査査（（☞☞本本文文ＰＰ33  ⅠⅠ--((11))--11））  

コンプライアンス活動                         

■コンプライアンスに関する情報はよく共有されていることがうかがえる 

  

  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

  神戸市職員コンプライアンス共有理念を読んだことがありますか 

  
今はじめて見たように思う 読んだことがある 読んだことがあると思うがはっきりしない 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

新

 

たな手続きに対する認知                         
■８割は必要だと認識している 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

物品等購入発注書などの新たな専決調達事務処理は、必要な手続きだと思いますか 

1199..11%%  6611..44%%  1166..22%%  33..22%%  

ぜひ必要だ ある程度必要だ あまり必要だと思わない 全く必要だと思わない 

8822..44%%  1177..00%%  00..66%%  
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《《資資料料⑧⑧》》監監査査、、監監察察業業務務等等にに係係るる情情報報連連絡絡会会  開開催催状状況況（（☞☞本本文文ＰＰ44  ⅠⅠ--((11))--22））  

開 催 日 議 題 要 旨 

① ４月11日 会計事務検査結果概要、平成24年度監査計画等 

② ６月13日 平成24年度事務調査概要、平成24年度監査報告書等 

③ ８月８日 会計事務検査結果概要（Ⅰ期）、経理適正化に関する取組の意見交換等 

④ 10月10日 平成24年度事務調査の進捗状況、財務定期監査等 

⑤ 12月12日 会計事務検査結果概要（Ⅱ期）、行政監査の進捗状況等 

⑥ ２月13日 物品の実地たな卸しの実施結果、包括外部監査の進捗状況等 

 

《《資資料料⑨⑨》》内内部部統統制制のの実実施施状状況況にに関関すするる監監査査（（監監査査報報告告書書よよりり抜抜粋粋））（（☞☞本本文文ＰＰ44  ⅠⅠ--((11))--22））  

１１．．監監査査対対象象  

(1) 内部統制システムの構成要素 

「内部統制システムの構成要素とその取組みは妥当であるかについて」 

(2) 行政調査 

「平成24年度に実施した行政調査規則に基づく行政調査（事務調査、工事調査）は、定められた手順

に基づいて実施されているが、その手順は妥当なものであるかについて」 

① 契約に係る事務調査 

② 部分払い等の履行状況に関する工事調査 

③ 物品の実地たな卸しの実施・点検状況 

２２．．監監査査のの結結果果  

監査の結果、内部統制システムの構築については端緒についたばかりで順次進められているところであ

り、構成要素とその取組みについては、現状ではおおむね妥当なものと認められ、順次適切に構築されて

いるものと認められた。 

また、行政調査についても適切に実施されているものと認められた。 

しかし、平成24年度財務定期監査において統制活動とリスクの評価に関連して次のような事例が発見さ

れたので、次のような点について改善を検討されたい 

＜※以下、項目のみ抜粋＞ 

(1) 職場への啓発について 

① 新たな専決調達事務処理について 

② 契約その他の支出負担行為に関する取扱いについて 

ア 契約行為に関する専決規程 

イ 助成金等の支出負担行為 

ウ 委託契約制度の運用 

③ 物品管理事務について 

ア 備品管理簿 

(2) 内部統制ルールの策定手順について 

 

☞詳細は下記リンク先「財務定期監査結果報告」資料をご覧ください。 

（http://www.city.kobe.lg.jp/information/inspection/office/kekka/img_25/25-1te.pdf） 
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《《資資料料⑩⑩》》「「職職員員のの賠賠償償責責任任にに関関すするる規規定定（（概概要要））」」（（☞☞本本文文ＰＰ88  ⅠⅠ--((22))--22））  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  
☞上記はコンプライアンスシート№5掲載の概要版。詳細は下記リンク先「推進本部会議」資料をご覧ください。 

（http://www.city.kobe.lg.jp/information/committee/finances/keiritekiseikahonbukaigi/img/0502siryou1.pdf） 

 - 39 -



《《資資料料⑪⑪》》「「物物品品等等のの新新たたなな専専決決調調達達事事務務処処理理にに関関すするるママニニュュアアルル（（抜抜粋粋））」」（（☞☞本本文文ＰＰ1111  ⅠⅠ--((33))--ⅱⅱ--11））  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

《《資資料料⑫⑫》》「「見見積積書書徴徴取取のの基基準準」」、、「「請請書書提提出出のの基基準準」」（（☞☞本本文文ＰＰ1111  ⅠⅠ--((33))--ⅱⅱ--11））  
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《《資資料料⑬⑬》》物物品品管管理理基基準準のの見見直直しし（（HH2244..77..2233 所所属属宛宛通通知知よよりり抜抜粋粋））（（☞☞本本文文ＰＰ1111  ⅠⅠ--((33))--ⅱⅱ--22））  

 

(1) 備品の管理について  

要綱に定める「取得価格に関係なく備品に区分するもの」として、①多くの所属で所有され、②取得価格が２万円未満

のもので耐久性のあり、③小型で持ち運びができて紛失しやすい、下記のものを追加します。 

＜取得価格に関係なく備品に区分するものとして追加＞  

カメラ（使い捨てカメラを除く）、ＩＣレコーダー、携帯電話機、高機能電卓  

※ 平成24年８月１日発注分から、18節 備品購入費により支出することになります。  

(2) 消耗品等の管理について  

消耗品は、物品管理簿への記載を省略できることとします。  

ただし、性質は備品に属する（物品整理区分表１備品に例示されている物品その他これらに類するもの）が、取得価格

が２万円未満のため消耗品に区分されるものについては、従来どおり消耗品管理簿に記載するものとします。  

郵便切手類、材料品、借用物品についても、従来どおり物品管理簿に記載し管理します。  

※ 参考：神戸市物品会計規則事務取扱要綱 物品整理区分表１備品 より抜粋  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 光学・計測機器類  映写機，カメラ，交換レンズ，現像器，スライド映写機 など  

２ 電気・通信機器類  電話機，テレビ，ラジオ，ビデオ(DVD)レコーダー，テープ(IC)レコーダー など  

３ 工作機器類  研削盤，研磨盤，かんな盤，糸鋸機，熔接機 など  

４ 産業機器  アスファルトカッター，コンクリートカッター，道路転圧機 など  

５ 医科機器類  身体検査器具類，診断・治療器具類，調剤器具類 など  

６ 事務用機器類  公印（神戸市公印規則に規定するもの)，シュレッダー，電動ホッチキス，  

あて名印刷機，電動式計算機 など  

７ その他の機器類  印刷機，散水機，洗たく機，掃除機，薬剤散布機 など  

８ 船車類   普通自動車，特殊自動車（救急車，消防車等），消防艇 など  

９ 運動用具・楽器類  運動用具（跳箱，平行棒，体育用マット等），楽器（太鼓，ピアノ等） など  

10 美術工芸・標本類  美術工芸品（掛軸，彫刻，書画，絵画），標本・模型（写真パネル）など  

11 図 書   図書・地図等の出版物  

12 動 物   観賞用動物（魚類を除く）及び六甲山牧場等で飼育する動物  

13 その他   家具・調度品類（机，椅子，応接セット等），厨房器具類（電子レンジ，ポット， 

オーブン，冷蔵庫等），冷暖房器具類（扇風機，ストーブ等） など  

 

 

《《資資料料⑭⑭》》財財務務会会計計シシスステテムムをを活活用用ししたた備備品品管管理理((メメニニュューー画画面面イイメメーージジ))（（☞☞本本文文ＰＰ1111  ⅠⅠ--((33))--ⅱⅱ--22）） 
 

（備品管理 メニュー） 

 

 

 

 

（財務会計システム トップメニュー） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 - 41 -



《《資資料料⑮⑮》》平平成成 2244 年年度度  契契約約にに係係るる事事務務調調査査（（調調査査結結果果資資料料よよりり抜抜粋粋））（（☞☞本本文文ＰＰ1122  ⅠⅠ--((33))--ⅳⅳ--33））  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☞詳細は、下記のリンク先の「推進本部会議」資料をご覧ください。 

（http://www.city.kobe.lg.jp/information/committee/finances/keiritekiseikahonbukaigi/img/0801siryou.pdf） 
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《《資資料料⑯⑯》》調調達達事事務務のの留留意意事事項項にに関関すするる周周知知（（HH2255..33..2277 所所属属長長宛宛通通知知よよりり抜抜粋粋））（（☞☞本本文文ＰＰ1122  ⅠⅠ--((33))--ⅳⅳ--33））  
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《《資資料料⑰⑰》》事事業業者者へへのの協協力力要要請請（（HH2255..33 事事業業者者宛宛送送付付文文書書よよりり抜抜粋粋））（（☞☞本本文文ＰＰ1122  ⅠⅠ--((33))--ⅳⅳ--33））  
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《《資資料料⑱⑱》》経経理理適適正正化化推推進進本本部部会会議議等等のの公公表表（（神神戸戸市市ホホーームムペペーージジ掲掲載載分分よよりり抜抜粋粋））（（☞☞本本文文ＰＰ1166  ⅠⅠ--((44))--11））  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【平成 25 年 3 月 18 日】第 8 回神戸市経理適正化推進本部会議に出席しました 

全庁的な体制のもとで経理適正化に関する取り組みを推進するために設置

した神戸市経理適正化推進本部の第 8 回本部会議を開催しました。今回

の会議では、１月中旬に行財政局監察室が抜き打ちで実施した契約に係る

事務調査結果等の報告を受けました。私的な流用は無かったものの、不適

正な経理処理が１件判明した調査結果を踏まえ、矢田市長からは「これま

で組織をあげて不適正な経理処理の再発防止に取り組んできたにも関わら

ず、全職員に浸透していなかったことは極めて遺憾である。あらためて不適

正な経理処理の再発防止策が何のための制度なのか。その意義について、職員はもちろん、取引相手の業者等の

皆さんに対しても、繰返し、反復して徹底してほしい」などの指示がありました。 

【平成 25 年２月 18 日】「第７回神戸市経理適正化推進本部会議」に出席しました 

全庁的な体制のもとで経理適正化に関する取り組みを推進するために設置

した神戸市経理適正化推進本部の第７回目の本部会議を開催しました。今

回の会議では、平成 24 年 4 月から 11 月末までの取り組みの中間進捗状況

および神戸市経理適正化外部評価専門委員による評価等の報告を受けま

した。矢田市長は「専門委員の評価や意見を真摯に受け止め、取り組んでい

くとともに、前例踏襲に陥ることなく、日々の業務の検証、チェックを怠らず徹

底するように」と指示しました。 

 

 

推推進進本本部部会会議議のの開開催催状状況況、、議議事事内内容容、、

配配布布資資料料（（PPDDFF ﾌﾌｧｧｲｲﾙﾙ））をを掲掲載載。。  

☞神戸市ホームページ「神戸市経理適正化推進本部会議」より 

（http://www.city.kobe.lg.jp/information/committee/finances/keiritekiseikahonbukaigi/） 

☞神戸市ホームページ「市長の動き」（http://www.city.kobe.lg.jp/information/mayor/ugoki/index.html）より 
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